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第９回 熊本県議会 経済常任委員会会議記録（平成23年３月10日) 
 

 第 ９ 回   熊本県議会  経済常任委員会会議記録 

 
平成23年３月10日(木曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前10時59分休憩 

            午前11時６分開議 

            午後０時２分休憩 

            午後１時１分開議 

            午後２時５分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第56号 平成23年度熊本県一般会計予

算 

 議案第57号 平成23年度熊本県中小企業振

興資金特別会計予算 

 議案第62号 平成23年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計予算のうち 

 議案第68号 平成23年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計予算 

 議案第72号 平成23年度熊本県電気事業会

計予算 

 議案第73号 平成23年度熊本県工業用水道

事業会計予算 

 議案第74号 平成23年度熊本県有料駐車場

事業会計予算 

 議案第86号 熊本県緊急雇用創出基金条例

の一部を改正する条例の制定について 

 議案第87号 熊本県産業技術センター条例

の一部を改正する条例の制定について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ①平成23年度基金事業の取組みについて 

  ②熊本県産業振興アクションプラン2011

について 

  ③荒瀬ダムについて 

  ④労使紛争解決制度(あっせん等)につい

て 

 委員会提出議案 

  ①工業用水道事業の経営健全化のための

財政支援を求める意見書 

  ②荒瀬ダム撤去に対する国の支援を求め

る意見書 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 池 田 和 貴 

        副委員長 田 代 国 広 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 馬 場 成 志 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 九 谷 弘 一 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 野 洋 介 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 商工観光労働部 

         部 長 中 川 芳 昭 

政策審議監 田 中 邦 典 

      総括審議員兼 

    観光経済交流局長 守 田 眞 一 

     商工労働局長 田 中 伸 也 

    新産業振興局長 真 崎 伸 一 

     商工政策課長 田 中 信 行 

   商工振興金融課長 福 島   裕 

     労働雇用課長 古 閑 陽 一 

   産業人材育成課長 吉 永 一 夫 

     産業支援課長 高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興室長 森 永 政 英 

      企業立地課長 山 内 信 吾 

    首席観光審議員兼 

    観光交流国際課長 松 岡 岩 夫 

    くまもとブランド 

        推進課長 宮 尾 千加子 

企業局 

         局 長 川 口 弘 幸 

         次長兼 
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      総務経営課長 黒 田 祐 市 

        工務課長 福 原 俊 明 

労働委員会事務局 

        局 長 坂 田 憲 久 

     審査調整課長 吉 富   寛 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 堀 田 宗 作 

   政務調査課課長補佐 小 林 昌 樹 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、おそろいでご

ざいますので、ただいまから第９回経済常任

委員会を開会いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案

を議題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について執行部の説明を求めた

後に、一括して質疑を受けたいと思います。

なお、説明は商工観光労働部、企業局、労働

委員会の順に説明を受けたいと思います。 

 それでは、商工観光労働部長から総括説明

を、続いて関係課長から順次説明をお願いい

たします。 

 

○中川商工観光労働部長 商工観光労働部で

ございます。座ったまま失礼いたします。 

 商工観光労働部関係の提出議案について御

説明申し上げます。 

 後議分として御提案申し上げております議

案は、平成23年度当初予算関係４議案、条例

関係２議案でございます。 

 まず、平成23年度当初予算でございます

が、一般会計で433億5,800万円余、それから

中小企業振興資金特別会計ほか３特別会計で

38億5,800万円余、商工観光労働部総額で

は、対前年度比7.3％、37億3,200万円余の減

の472億1,600万円余となっております。 

 本県の経済は、国の経済対策や新興国需要

を背景として回復傾向にあるものの、中小企

業を取り巻く経営環境や雇用情勢は依然とし

て厳しい状況にあり、九州新幹線全線開業に

よる県内経済の浮揚への県民や経済界の期待

が高まっております。 

 このような状況の中、商工観光労働部とい

たしましては、中小企業支援や雇用対策に全

力を挙げて取り組むとともに、くまもとの夢

４カ年戦略に基づく取り組みの総仕上げに向

けまして、成長分野に力点を置いた施策を積

極的に推進し、稼げる熊本県づくりの実現を

目指した施策を効果的に推進してまいりま

す。 

 まず、中小企業支援につきましては、県独

自の不況対策資金でございます金融円滑化特

別資金を初め各種資金を準備し、商工団体、

金融機関と連携を図りながら、厳しい経営環

境にある県内中小企業の資金繰りを支援して

まいります。 

 次に、雇用対策につきましては、２つの基

金事業で県全体として約100億円を確保し、

約5,000人の雇用創出を図ってまいります。

また、特に厳しい雇用状況にございます若年

者に対しては、ジョブカフェなどにおける就

職相談などを強化するとともに、インターン

シップなどを通じたキャリア教育の推進を図

ってまいります。 

 次に、地場企業の振興につきましては、金

融機関などと連携して、リーディング企業の

育成に取り組むとともに、地場企業が県内工

場等を新設または増設し、新規に雇用する場

合の助成制度を創設いたします。 

 また、新エネルギー産業を本県産業を牽引

するリーディング産業へ育成するため、住宅

用太陽光発電システム設置に対する助成や次

世代モビリティーの普及に向けた充電設備の

整備を進めます。また、今月23日にリニュー

アルオープンいたします産業技術センターで

は、新たに有機薄膜技術の研究、開発を支援

してまいります。 

 さらに、成長著しい東アジア戦略の一環と

して上海事務所を設置し、県内製造業の中国
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進出を支援する工業専門のアドバイザーの配

置や県内企業への情報提供などの支援を行っ

ていくこととしております。 

 また、企業誘致につきましては、知事のト

ップセールスも交えながら、より一層戦略的

に取り組むとともに、既存の進出企業につい

てもフォローアップを行ってまいります。 

 また、明後日に迫りました九州新幹線全線

開業の効果の最大化に向けまして、ＪＲと南

九州３県がタイアップした全国キャンペーン

の展開やくまモンの知名度を活用した熊本の

認知度向上に積極的に取り組んでまいりま

す。 

 予算関係では、そのほか、中小企業対策融

資損失補償ほか３件の債務負担行為の設定を

お願いしております。 

 次に、条例関係でございますが、緊急雇用

創出基金を活用する事業の実施期間の延長及

び産業技術センターの使用料の追加及び改定

を行うため、関係条例の改正について御提案

をさせていただいております。 

 報告案件につきましては、平成23年度基金

事業の取り組み及び産業振興アクションプラ

ン2011について御報告をさせていただきま

す。 

 詳細につきましては、担当課長、室長が説

明いたしますので、よろしく御審議いただき

ますようお願い申し上げます。 

 

○田中商工政策課長 商工政策課でございま

す。説明資料の２ページをお願いいたしま

す。 

 まず、商業総務費１億6,300万円余を計上

しております。 

 うち職員給与費１億4,200万円余について

でございますけれども、職員給与費につきま

しては、現在所属しております職員をもとに

算定した給与費を、来年度当初予算に計上し

ているものでございます。当課では15人分の

給与を計上しています。 

 なお、職員給与費につきましては、この後

説明いたします各課長からの説明につきまし

ては省略させていただければと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 次に、商業指導費2,000万円余についてで

ございます。 

 右側の説明欄１の商工業企画調整費、２の

商工業施策普及費、３番の商工観光労働部政

策調整事業、これまでは商工観光労働部の施

策に関する調査検討、広報などに要する活動

経費でございます。４番の商工観光労働部長

秘書事務委託業務につきましては、全庁的に

導入されております各部局長の秘書業務に関

する委託に要する経費でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 大阪事務所費9,400万円余につきまして

は、説明欄にありますとおり、職員給与費と

ともに、管理運営費として事務所における管

理、運営、活動に要する経費でございます。 

 次の福岡事務所費2,200万円余につきまし

ても、事務所の管理運営費とともに、２番の

市町村交流職員人件費負担金というのは、23

年度も引き続き派遣予定の市町村交流職員に

つきまして、給与等人件費を派遣元の市町村

へ支払う負担金でございます。 

 以上、商工政策課といたしまして、平成23

年度当初予算２億8,000万円余をお願いして

いるところでございます。よろしく御審議の

ほどお願い申し上げます。 

 

○福島商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。資料の４ページをお願いいたし

ます。 

 まず、商業総務費、商業指導費、2,300万

円余でございます。 

 右側の説明欄の１の商業活動調整指導費、

２の商店街まちづくり推進事業につきまして

は、前年度と同様の事業内容でございます。 

 ３の熊本まちなかリーダー育成事業につき

ましては、新規事業でございます。まちづく
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り及び社会的機能維持の役割を持ちます商店

街の疲弊が進んでおりますことから、商店街

の活性化を図るため、その活性化を担う次世

代を育成する講座を商店街、商工団体と連携

して実施するものでございます。 

 次に、中小企業振興費269億1,829万円余に

ついてでございます。 

 金融対策費についてでございますが、241

億4,700万円余をお願いしております。 

 内容につきましては、右の説明欄に記載し

ておりますが、主なものは、１の中小企業金

融総合支援事業で、制度融資の貸付原資とし

て金融機関への預託並びに利用者の保証料負

担を軽減するための保証料補助、保証協会が

代位弁済を行った場合に、その一部を県が補

てんする損失補償でございます。 

 なお、23年度の制度融資におきましては、

不況対策資金でございます金融円滑化特別資

金の新規融資枠を前年度比100億円の減とし

ておりますが、これにつきましては、融資実

績から見まして十分な額を確保しておりま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 上段の中小企業団体等補助金及び中段の運

輸事業振興助成費につきましては、前年度と

同様の取り扱いでございます。 

 下段の中小企業振興指導事業費につきまし

ても、前年度と同様の内容でございますが、

３の農商工連携サポート事業につきまして

は、くまもと農商工連携100選に選定されま

した事業者が開発した商品及びサービス等の

海外展開を支援するため、展示会、商談会へ

出展する場合の補助でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 上段の小規模事業対策費補助21億4,700万

円余についてでございますが、前年度と同様

の内容でございます。 

 なお、３の中小企業新事業展開等推進事業

につきましては、ふるさと雇用再生特別基金

事業を活用した事業でございます。 

 次に、下段の診断指導事業費でございます

が、これは高度化資金貸付金におきます事業

計画の診断等に要する経費でございまして、

今年度と同様の内容のものでございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計繰出金でござい

ます。これは高度化資金貸付事務費に充当す

るため一般会計から特別会計へ繰り出すもの

でございまして、前年度と同様の内容でござ

います。 

 以上、一般会計で269億5,000万円余をお願

いしております。 

 ８ページをお願いいたします。 

 制度融資に係る債務負担行為の設定でござ

います。 

 制度融資に関しまして、保証協会が代位弁

済を行った際に、その損失の一部を県が補て

んするものでございます。前年度と同様の内

容のものでございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計でございます。 

 中小企業振興資金助成費の高度化資金貸付

金、設備貸与資金貸付金、事務費、国庫支出

金返納金につきましては、前年度と同様の内

容のものでございます。 

 なお、国庫支出金返納金につきましては、

小規模企業者等設備導入資金であります設備

貸与資金に関しまして、資金運用上、余裕が

生じております金額のうち、国からの借入に

相当する分を国に返納するものでございま

す。 

 次に、元金、利子についてでございます

が、これは高度化資金に係りますもので、貸

し付け先から返済されます償還金のうち、中

小企業基盤整備機構から借り入れに相当する

分を機構へ償還するものでございます。前年

度と同様の内容のものでございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 一般会計繰出金、これは高度化資金の償還

金のうち県の負担分に相当する分を一般会計
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へ繰り出すものでございます。前年度と同様

の内容でございます。 

 以上、特別会計で17億3,900万円余をお願

いしております。また、一般会計と合わせま

すと286億9,000万円余となっております。 

 11ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計におきます債務

負担行為の設定でございます。 

 くまもとテクノ産業財団で実施しておりま

す設備貸与事業の23年度３億円の貸付枠に対

しまして、未収債権の償却が必要となった場

合に、その一部を補てんするものでございま

す。前年度と同様の内容のものでございま

す。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

お願いいたします。 

 

○古閑労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。資料の12ページをお願いいたします。 

 まず、労政総務費の労政諸費ですが、1,90

0万円余をお願いいたしております。 

 主なものとしましては、右側の説明欄の２

の労働行政推進費、３の県民キャリア形成支

援事業、４の仕事と家庭の両立支援事業にお

きましては、主に水道町のパレア内にありま

すしごと相談・支援センターにおける労働相

談やキャリアコンサルティング、再就職支援

等に要する経費を計上いたしております。 

 続きまして、13ページをお願いいたしま

す。 

 説明欄８の中小企業と留学生とのマッチン

グ支援事業ですが、新規事業といたしまし

て、中小企業の海外進出を支援するために、

企業説明会の開催に要する経費でございま

す。 

 次に、中段の労働調査費で580万円余をお

願いいたしております。 

 右の説明欄２の熊本テルサ用地整理事業で

すが、新規事業としまして、熊本テルサに貸

し付けております県有地及びその隣接地にお

きまして、字図と現況が異なっているため、

字図訂正等に要する経費を面積案分に応じて

計上いたしております。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 中段の失業対策総務費で65億1,900万円余

をお願いいたしております。 

 まず、説明欄３の障害者就業・生活支援セ

ンター事業ですが、これは障害者の就業のた

めに必要な事業所開拓、就業あっせん及び生

活面の指導などの委託に要する経費でござい

ます。 

 続きまして、15ページをお願いいたしま

す。 

 ４の若年者対策ワンストップセンター事業

ですが、これはジョブカフェくまもとの運営

及び若者しごとカウンセラーの配置に要する

経費でございます。 

 ５のジョブカフェ・ブランチ事業ですが、

ただいまのジョブカフェくまもとにおける若

年者への就職支援を県内全域に展開するため

に、ジョブカフェ・サテライト員及び同支援

員の配置に要する経費でございます。 

 次に、６の若者自立支援事業ですが、いわ

ゆるニートと呼ばれる若年無業者を対象とし

た相談窓口、若者サポートステーションの利

用者に対し、就労体験等の実施に要する経費

でございます。 

 続きまして、16ページをお願いいたしま

す。 

 10番と13番の事業につきましては、まず10

番がふるさと雇用再生特別基金、13番が緊急

雇用創出基金に関します、それぞれ市町村が

実施します雇用創出事業に対する補助金を計

上いたしております。 

 なお、23年度は、ふるさと雇用再生特別基

金事業及び緊急雇用創出基金事業の一部を除

き最終年度となっておりますので、いずれの

基金ともに、現時点での残額のすべてを予算

計上いたしております。 
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 次に、11のふるさと雇用再生特別基金事業

ですが、主に正規雇用をした事業主に対して

支給する一時金に要する経費でございます。 

 また、14の緊急雇用創出基金事業ですが、

県で実施する予定の事業等に要する経費でご

ざいます。 

 続きまして、説明欄15から22までの事業

は、労働雇用課で実施します基金事業でござ

います。 

 まず、説明欄15の緊急雇用創造プログラム

推進事業ですが、これは、緊急基金を使い、

中高年齢者を対象に再就職支援を行う事業に

要する経費でございます。 

 続きまして、17ページをお願いいたしま

す。 

 17の障がい者雇用サポート事業ですが、こ

れは、ふるさと基金を使い、障害者就業・生

活支援センターの指定を目指す法人等に委託

して行う障害者の就労支援に要する経費でご

ざいます。 

 18の若年者緊急雇用創出事業ですが、９月

補正で予算措置をさせていただいたもので、

緊急基金を使い、40歳未満の若年者に対して

研修や就業の支援に取り組むものでございま

す。 

 次に、19の大学生就職推進員事業ですが、

11月補正で予算措置をさせていただいたもの

で、緊急基金を使い、県内の大学に就職支援

員を配置する事業に取り組むものでございま

す。 

 また、20の新卒等未就職者緊急雇用創出事

業ですが、こちらも11月補正で予算措置をさ

せていただいたもので、緊急基金を使い、特

に雇用環境の厳しい新卒等の職場体験などの

就職支援に引き続き取り組むものでございま

す。 

 21の将来の「夢＝仕事」発見事業ですが、

新規事業としまして、高校インターンシップ

日本一の実現を目指し、専修学校等と連携し

た多様なインターンシップ、経営者等による

職業講話の充実など、キャリア教育施策の拡

充に向けて取り組む事業でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 22の「高齢者が主役」推進事業ですが、新

規事業としまして、緊急基金を使いまして、

シルバー人材センターの活性化に向け、同連

合会にコーディネーター２名を配置する事業

でございます。 

 23の地域雇用創出支援事業ですが、新規事

業としまして、新たな事業展開等により求職

者等を新たに雇い入れた企業に対しまして助

成を行う事業でございます。 

 以上、23年度当初予算につきましては、最

下段にありますように、労働雇用課全体で67

億800万円余の予算をお願いいたしておりま

す。 

 続きまして、資料の54ページをお願いいた

します。 

 熊本県緊急雇用創出基金条例の一部を改正

する条例についてでございます。次の55ペー

ジの条例(案)の概要により御説明をいたしま

す。 

 緊急雇用創出基金につきましては、国の経

済対策による平成22年度補正予算において、

緊急雇用創出事業臨時特例交付金の追加交付

がなされたところでございます。その際に、

事業の実施期間が、23年度末から一部の事業

につきましては24年度末に延長されたことに

伴い、本条例の失効期限を平成24年12月31日

から平成25年12月31日に改めるものでござい

ます。 

 条例の施行日は公布の日からとなっており

ます。 

 労働雇用課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 

○吉永産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。資料の19ページをお願いいたし

ます。 

 まず、最上段の職業訓練総務費の職業能力
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開発業務運営指導費で1,200万円余をお願い

しております。 

 主なものとしまして、説明欄２の産業人材

強化推進事業でございますが、産業人材に関

する情報ポータルサイトの運営、管理に要す

る経費、それから、企業等の相談に対応する

ためのコーディネーターを配置する経費とし

まして700万円余を計上しております。 

 次に、認定訓練事業費でございますが、民

間で行っております認定職業訓練に対する運

営費補助等に要する経費としまして6,800万

円余を計上しております。 

 続きまして、最下段の技能向上対策費でご

ざいますが、4,000万円余をお願いしており

ます。 

 説明欄１の技能検定事業費でございます

が、技能検定試験の業務を行う県職業能力開

発協会に対する補助経費としまして3,300万

円余を計上しております。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 説明欄の５の電動モビリティー技術教育推

進事業でございますが、新規事業でございま

す。これは、教育機関や民間団体、自動車メ

ーカー、行政の連携によりまして、小中学生

から大学生までを対象としまして、電気自動

車や電動バイクなどの電動モビリティーに関

する技術指導や普及啓発を行うものですが、

第一線で活躍する企業等の技術者による学生

への技術指導や小中学生への普及啓発を実施

するための経費を計上しております。 

 次に、中段の職業能力開発校費でございま

すが、９億6,700万円余をお願いしておりま

す。このうち、職業能力開発事業費でござい

ますが、説明欄の１と２につきましては、主

に訓練校におきまして実施します施設内の職

業訓練に要する経費を計上しております。 

 続きまして、21ページに移りまして、説明

欄の３から６につきましては、離職者、母子

家庭、身体障害者に対する職業訓練を、民間

の教育訓練機関等に委託して実施する経費で

ございます。 

 このうち、３の座学訓練と企業実習を組み

合わせたデュアルシステムは、４カ月の訓練

でございますが、180人、４の離職者につき

ましては、３カ月、６カ月、２年の訓練で、

本年度比で約２割増の2,000人の訓練を予定

しております。 

 続きまして、22ページをお願いいたしま

す。 

 技術短期大学校費４億5,200万円余をお願

いしております。 

 このうち短大運営費でございますが、説明

欄の１は、技短の管理、運営や教育訓練に要

する経費として２億2,800万円余を計上して

おります。 

 説明欄の２は、企業が求める高度技術者の

育成を図ることを目的としまして、教育機器

の整備や更新に必要な経費を計上しておりま

す。 

 次に、中段の失業対策総務費で1,700万円

余をお願いしております。 

 これは、県民交流館パレア内のしごと相

談・支援センターにおきまして実施しており

ます説明欄１にあります就業支援のための技

術講習会の開催、それから、説明欄２にあり

ます就業に関する情報提供、相談等に対する

経費をお願いいたしております。 

 以上、平成23年度当初予算につきまして

は、下段にありますように、課全体で16億5,

000万円余をお願いしております。 

 続きまして、23ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 離職者訓練等委託業務でございますが、離

職者を対象とした訓練に関する業務の委託契

約を、24年度にわたり複数年契約をするた

め、債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。 

 産業人材育成課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 
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○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。24ページをお願いいたします。 

 平成23年度当初予算につきまして、新規事

業並びに主要事業を中心に御説明をさせてい

ただきます。 

 まず、農業総務費の農産加工研究指導費で

ございますが、今年度と同様に、産業技術セ

ンター食品加工研究室に係る運営、管理及び

研究、開発等に要する経費として1,588万円

余をお願いしております。 

 それから、25ページをお願いいたします。 

 工鉱業振興費の工業振興費でございます

が、説明欄に記載があります１番から次のペ

ージの16番まで、16本の事業がございます。

合計で４億9,485万円余の予算をお願いして

おります。 

 この中で、１番から５番並びに７番、それ

から、次ページの16番が新規事業でございま

す。順を追って説明させていただきます。 

 １番の産業振興ビジョン推進事業につきま

しては、昨年12月に策定させていただきまし

た県産業振興ビジョン2011を推進するための

委員会の開催、さらに各種協議会の活動等に

係る経費でございます。 

 ２番の次世代モビリティー普及促進事業

は、本田技研工業様との包括協定に基づく電

気自動車等の次世代モビリティーに係る実証

実験に要する経費並びに電動バイクのリース

補助あるいはグリーンニューディール基金を

活用した充電器の整備費等に要する経費でご

ざいます。 

 ３番の課題解決型農商工連携推進事業につ

きましては、緊急雇用創出基金を活用した事

業でございまして、県産農林水産物を使用し

た加工食品の試作を支援し、新商品開発を促

進するための経費でございます。 

 ４番の事業革新支援センター事業は、財団

法人くまもとテクノ産業財団が地域企業の販

路拡大や経営支援を行うことで、企業の事業

革新を支援する機能の強化を整備するための

補助でございます。具体的には、企業を支援

する人材の配置、総合相談窓口の設置、専門

家の派遣などを行うことといたしておりま

す。 

 ５番の戦略的知的財産推進事業は、地域企

業のための熊本県知的財産活用戦略を推進す

るとともに、国の制度見直しに伴い、特許流

通の専門家の配置を行うものでございます。 

 ７番の地域企業海外展開支援アドバイザー

設置事業は、くまもと上海事務所に新たに工

業専門のアドバイザー１名を配置するための

経費でございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 右説明欄の11番、12番、14番、15番、この

４本の事業については、いずれもふるさと雇

用再生特別基金を活用した継続事業でござい

ます。内容は今年度と同様でございます。 

 また、13番のリーディング企業育成支援事

業は、地場企業の要望にこたえるため、補助

金の拡充をお願いいたしております。 

 16番の地場企業立地促進費補助は、新規事

業でございまして、地場企業が県内における

工場等の新・増設並びに新規雇用を促進する

ための補助でございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 鉱業振興費は、砂利採取法や採石法に基づ

く指導監督、環境保全あるいは災害の防止の

ための指導等に要する経費でございます。 

 １番の骨材需給実態等調査事業は、新規事

業でございまして、骨材需給の実態の把握、

今後の需給予測等に関する調査を行うもので

ございます。 

 続きまして、28ページをお願いいたしま

す。 

 計量検定費は、産業技術センター計量検定

室の管理、運営、タクシーメーターなど、計

量法に基づく特定計量器等の検定、検査など

に要する経費でございます。 

 続きまして、下段の方になりますが、産業
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技術センター費でございます。 

 まず、庁舎管理等を行う管理運営費として

6,833万円余をお願いいたしております。 

 29ページをお願いいたします。 

 試験研究費で１億3,232万円余の予算をお

願いしておりますが、右側説明欄の記載のと

おり、いずれも研究、開発に係る経費でござ

います。 

 この中で、１番、バイオ・食品研究開発事

業、それから２番、ものづくり研究開発事

業、それから５番の材料・地域資源研究開発

事業、これはセンターの各研究部門ごとで実

施しています研究でございます。 

 それから、３番の新規外部資金活用事業

は、国あるいは企業などから外部資金を調達

いたしまして、それに基づく研究を行うもの

でございます。 

 ４番の有機薄膜技術拠点形成事業は、次世

代照明あるいは太陽光などに今後期待されて

おります有機薄膜に関する研究、開発等を行

う事業でございます。 

 それから、30ページをお願いいたします。 

 技術指導事業費で１億5,198万円余の予算

をお願いしておりますが、１番の中核企業技

術高度化支援事業は、県内企業の技術開発あ

るいは技術の高度化を積極的に支援していく

ためのコンピューターシステム等のリースあ

るいは回線使用に係る経費でございます。 

 続きまして、２番から４番につきまして

は、一般支援事業でございますが、これは産

業技術センターの各部門において実施してお

ります技術指導あるいは依頼試験・分析等に

係る経費でございます。 

 最下段になりますが、産業技術センター試

験研究備品導入事業として9,000万円をお願

いしております。これは、中小企業等に対す

る依頼試験、研究、開発などに必要な測定、

解析、分析並びに試作、加工に必要な試験研

究機器を導入する経費でございます。 

 続きまして、31ページをお願いいたしま

す。 

 新事業創出促進費でございますが、１億3,

138万円余の予算をお願いしております。 

 １番は、新規事業で、科学技術振興機構の

補助を受けて取り組んでおります熊大マグネ

シウム合金の早期事業化に向け、ふるさと雇

用基金を活用いたしまして、加工技術を確立

するための人材の育成を行うものでございま

す。 

 それから、２番目の次世代マグネシウム合

金事業化推進事業でございますが、これも新

規事業でございまして、地域企業によりまし

て熊大マグネシウム合金の試作品の製作、販

路拡大等に対する補助を行うものでございま

す。 

 ４番の「食と健康」産業創出支援事業も新

規事業でございますが、医学系の大学等の研

究基盤を活用いたしまして、科学的根拠に基

づいた付加価値の高い機能性食品の開発を支

援するための経費でございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 このほか、７番から10番、インキュベーシ

ョン関係の予算を計上させていただいており

ます。 

 一般会計、合計で17億1,002万9,000円の予

算をお願いいたしております。 

 33ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

で、内陸工業団地販売促進事業として56万円

の予算をお願いしております。これは阿蘇ソ

フトの村の用地の活用のための調査等に要す

る経費でございます。 

 以上、産業支援課で総額17億1,058万9,000

円の予算をお願いしております。 

 なお、対前年度費で12億1,000万円余の減

額となっておりますが、これは、産業技術セ

ンター本館整備に伴いまして、14億4,000万

円の事業費がことしはございませんので、主

にそれによるものでございます。 

 続きまして、56ページをお願いいたしま
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す。 

 条例関係でございます。 

 56ページ、条例関係議案といたしまして、

熊本県産業技術センター条例の一部を改正す

る条例の制定を御提案いたしております。説

明は57ページでさせていただきたいと存じま

す。 

 今回の改正の内容といたしましては、２点

ございます。１点目でございますが、産業技

術センターの機器の使用料の改定でございま

す。 

 産業技術センターの試験研究用の機器に係

る使用料は、本条例によりまして、内容欄の

ところの３番の(1)の中のアからオまでの区

分によりまして、使用料の上限及び下限を定

めております。この範囲内で、知事がそれぞ

れの研究機器ごとの使用料を定めるというこ

とでやっております。 

 今回の改定につきましては、全国の公設試

の実態を踏まえて、使用料の算定方法を見直

したことに伴いまして、上限、下限を見直し

たものでございます。 

 続きまして、２点目でございますが、(2)

のところで書いておりますが、使用料の追加

をするものでございます。 

 先ほど御説明をしました科学技術振興機構

の補助を受けて実施しております有機薄膜関

係につきまして、37の機種について約８億円

の研究機器が導入されます。広く県内企業の

皆様方に使用していただくために、新たに使

用料の項目を追加するものでございます。 

 以上、産業支援課の予算及び条例関係に係

る説明を終わらせていただきます。審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 新エネル

ギー産業振興室でございます。説明資料、お

戻りいただいて34ページをお願いいたしま

す。 

 まず、エネルギー対策費ということで１億

1,100万円余をお願いしておりますが、右側

にございます１番のエネルギー対策促進事業

のところにつきましては、新エネルギーにつ

いてのセミナー等の開催等、普及啓発のため

の経費をお願いしております。 

 次の２番から一番下４番までにつきまして

は、電源立地地域あるいは石油貯蔵施設立地

の各市町村に対しまして、国の交付金の交付

やその交付金の検査、取りまとめ等を行うた

めの県の事務費を掲げさせていただいており

ます。 

 次に、説明資料35ページをお願いいたしま

す。 

 工業振興費ということで、１億円余のお願

いをしているところでございます。 

 右側の説明欄でございますが、１の産業振

興ビジョン推進事業につきましては、当新エ

ネ室分ということで、クリーンフォレストの

形成戦略のためのソーラーを中心といたしま

した、産学官でいろんな部品、材料とか、普

及とか、いろんなテーマについて活動を行う

ための支援を行うものでございます。 

 真ん中の２番、新規事業になりますが、新

エネルギー導入・技術実証事業でございます

が、これにつきましては、水俣市において、

新たな産業振興策といたしまして、民間事業

が行います廃校を利用した植物工場などの農

業施設やあるいは漁業施設等への新エネ設備

の導入、あるいは中小企業等の工場とか、公

共施設に対して、エネルギー使用の見える化

といいますか、省エネのための促進をすると

いうことをテーマにいたしまして、地域の情

報ネットワークとの中で電力の需給の調整、

いわゆるスマートグリッドの構築を目指しま

した、その前段階的ないろんな技術の実証調

査を行う、それに対する補助を行うものでご

ざいます。 

 一番下の３、こちらも新規事業でございま

すが、太陽光発電を利用いたしました農業の

実証事業でございますが、重油高騰が懸念さ
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れる中で、ハウス農業の脱化石化を進めるた

め、県がビニールハウスへの最適な太陽光パ

ネルの設置についての設置の方法であります

とか、その設備でありますとか、あるいはハ

ウス内のいろんな空調を含めた環境の制御の

ためのソーラー電力の利用の可能性につきま

して実証調査を行うものでございます。 

 次に、おめくりいただいて36ページをお願

いいたします。 

 新事業創出促進費ということで、２億4,60

0万円余をお願いしております。 

 右側の説明欄１のところでございますが、

ソーラーコールセンターの運営支援事業とい

うことで、県においてソーラー設備導入の補

助の説明とかあるいは契約、いろんな工事施

工の苦情等をワンストップで対応いただくた

めに、民間事業者が開設されるソーラーコー

ルセンターの運営を県として支援するもので

ございます。財源としてはふるさと雇用再生

特別基金を活用させていただいております。 

 次に、２番のソーラーパーク推進事業でご

ざいますが、今年度が３年目になります住宅

向けソーラーの補助についてでございます。

先議分では２億2,000万円余の大規模な補正

もお願いしているところでございまして、そ

の利用促進も図っているところでございます

けれども、23年度におきましても、財源の確

保と県民ニーズとの対応という調整の結果と

いたしまして、定額の５万円で4,000軒分、

２億円の予算化をお願いするものでございま

す。 

 それから、３番目、３の住宅向けソーラー

普及促進事業につきましては、この２に掲げ

ました事業の事務費を計上させていただいて

いるものでございまして、緊急雇用創出基金

を活用させていただきたいと思っておりま

す。 

 一番下の４番目の太陽光発電システム等普

及啓発事業につきましては、ソーラー導入の

普及のいわばシンボル的な施設といたしまし

て、県民に対してソーラーの施設の概要とか

環境改善の効果とか、そういうものを見学者

に説明していただく現地説明員を配置する事

業でございまして、ふるさと雇用基金を活用

いたしまして、トステムのメガソーラー施設

に３名、それから熊本保健科学大学に１名を

配置するものでございます。 

 新エネルギー産業振興室は以上でございま

す。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○山内企業立地課長 企業立地課でございま

す。説明資料の37ページをお願いします。 

 まず、中小企業振興費のうち中小企業振興

指導事業費でございますが、１億7,905万円

余を計上いたしております。 

 説明欄の産業支援サービス業等集積促進事

業は、コールセンターを初めとするサービス

産業等に係る誘致の推進に要する経費でござ

いまして、これまで誘致した企業への補助金

や熊本テクノプラザビルの改修費等でござい

ます。 

 次に、工鉱業総務費のうち企業誘致促進対

策事業費についてでございますが、38億1,05

4万円余を計上いたしております。 

 説明欄１番の企業誘致事業3,938万円余

は、企業誘致に係る活動費でございます。新

規企業誘致及び既立地企業をフォローアップ

するための経費でございます。 

 ２番の戦略的企業誘致推進事業760万円余

でございますが、アジアへの立地を進めてい

る海外企業の誘致及び企業立地に関する情報

をワンストップで提供するホームページの整

備に要する経費でございます。 

 飛びまして、４番の企業誘致トップセール

ス事業701万円余でございますが、半導体関

連企業向けと自動車関連企業向けの知事トッ

プセミナーを開催するものでございます。 

 ５番の企業立地促進資金融資事業７億3,67

7万円余でございますが、これは、県内に事

業所を新設、増設する誘致企業等に対しまし
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て、投資を促進するために資金を融資する制

度でございます。 

 資料の38ページをお願いします。 

 ６番の企業立地促進費補助30億1,018万円

余でございますが、これは、誘致企業が事業

所の新設、増設による新規雇用、設備投資を

行った際に、その実績に応じて補助するもの

でございます。 

 ７番の大型企業等立地推進事業の657万円

余でございますが、本県への立地を検討して

いる企業が必要とする用水ですとか、地耐

力、いわゆるＮ値などのデータなどを迅速に

提供するための調査に要する費用でございま

す。 

 次に、工業団地造成対策費についてでござ

いますが、2,004万円余を計上いたしており

ます。 

 説明欄の県営工業団地環境整備事業は、緊

急雇用創出基金事業を活用して、城南工業団

地及び臨空テクノパークの除草など、環境整

備を行うものでございます。 

 以上、一般会計の総額は41億4,823万1,000

円でございます。 

 説明資料の39ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございますが、企業

立地促進補助金の年度間の支払いの平準化を

するために、１企業１年当たり３億円という

ことで、それを超えた場合は分割をお願いし

ておりますが、その補助金の分割交付を実施

することに伴い、平成24年度に１億3,500万

円の債務負担をお願いするものでございま

す。 

 説明資料の40ページをお願いします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計でございま

す。 

 説明欄の八代臨海工業用地管理事業と有明

臨海工業用地管理事業は、それぞれの団地に

おける除草等の管理に要する経費でございま

す。 

 有明臨海工業用地造成事業費の説明欄１番

は、臨海工業用地全体の分譲促進に要する経

費でございます。 

 説明欄３番の企業立地関連基盤整備事業費

補助727万円余につきましては、企業立地に

関連する基盤整備を行う市町村に対する補助

でございまして、昨年度に引き続き、長洲町

で行われる排水路改良工事に対して補助する

ものでございます。 

 資料41ページをお願いします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

でございます。 

 41ページは、テクノリサーチパーク、城南

工業団地、白岩産業団地及びセミコンテクノ

パークの管理及び用地分譲の促進に要する経

費でございます。 

 資料の42ページをお願いします。 

 工業団地施設整備事業費４億4,932万円余

でございますが、一昨年から取り組んでおり

ます菊池テクノパークの整備に要する経費及

び県南地域の市町村が行う工業団地整備を支

援するための調査経費及び臨空テクノパーク

関連交差点改良に要する経費でございます。 

 次の元金と利子でございますが、臨空テク

ノパークの建設に係る起債償還に要する経費

でございまして、この元金に関しましては、

平成18年度に実施した事業に係る起債分の返

済でございます。団地が未売却であることか

ら、借換債を財源としているところでござい

ます。 

 次の一般会計繰出金1,219万円余でござい

ますが、城南工業団地及び白岩産業団地に係

る一般会計貸付金の償還のための繰出金等で

ございます。 

 以上、高度特別会計の総額は21億516万円

余を計上いたしております。 

 以上、企業立地課といたしましては、一般

会計、特別会計合わせて総額62億6,640万円

余を計上いたしております。 

 以上、よろしく御審議をいただきますよう

お願い申し上げます。 
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○松岡観光交流国際課長 観光交流国際課で

ございます。まず、資料44ページをお願いい

たします。 

 まず、国際交流に関する事業についてです

が、海外移住者等交流事業費として191万円

余をお願いしております。 

 これは、本県出身の海外移住者の方への情

報誌の提供や県人会訪問団を歓迎する経費で

あり、来年度はブラジルからの表敬訪問団13

0名を歓迎するため、予算を拡充させていた

だいております。 

 次に、国際協力推進費682万円余でござい

ますが、これは、本県の国際貢献の１つとし

て、中南米の県人会や開発途上国等から海外

技術研修員３名、県費留学生１名を受け入れ

る経費でございます。 

 次に、国際交流推進費として5,948万円余

をお願いしておりますが、そのうち主なもの

といたしまして、説明欄１番の姉妹友好交流

事業は、本県との姉妹友好提携先であります

中国・広西壮族自治区、米国・モンタナ州、

韓国・忠清南道との交流推進に要する経費と

して1,261万円余をお願いしております。 

 45ページをお願いいたします。 

 ５番の国際経済交流拠点構築事業ですが、

これは、中国・広西壮族自治区と韓国・忠清

南道を拠点として、本県の観光物産のＰＲを

図るため、一昨年度より継続しております中

国―ＡＳＥＡＮ博覧会への出展に要する経費

と韓国で開催されます世界酒類博へ出展し、

球磨焼酎や県産酒のＰＲを行うための経費と

して600万円を計上させていただいておりま

す。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 ＪＥＴプログラム事業費でございますが、

これは、英語教育の指導助手として約130名

の外国人青年を県内の小中高校に配置してお

りますが、当課が取りまとめ役として研修会

等を実施するほか、国際交流員を当課に配置

する経費でございます。 

 次に、観光振興に関する事業についてです

が、観光客誘致対策費４億5,464万円余をお

願いしております。 

 そのうち主なものといたしまして、説明欄

１番のようこそ熊本観光立県推進計画展開事

業として２億6,583万円余を計上させていた

だいております。 

 本事業は、平成20年度に策定いたしました

ようこそくまもと観光立県推進計画に基づ

き、九州新幹線全線開業効果を確実なものと

するための各種施策を展開するための経費で

ございます。 

 その主な内容としましては、23年10月か

ら、ＪＲグループ６社と南九州３県と共同で

展開いたしますデスティネーションキャンペ

ーンを初めとする各種タイアップキャンペー

ン等の経費として１億5,000万円、中国、韓

国を初めとする東アジア諸国への集中的な観

光プロモーション費用等、外国人観光客の誘

致対策費として4,198万円余、それから、県

民総参加によりますおもてなし運動を展開し

ていくための経費として1,400万円、その他

県内各地域の観光素材を生かした着地型旅行

の商品化促進や各種メディアを通じた広報宣

伝に要する経費でございます。 

 次に、47ページをお願いいたします。 

 説明欄10番の観光客誘致対策関連雇用対策

事業として１億7,260万円余を計上させてい

ただいています。 

 これは雇用対策基金を活用して観光情報の

発信や誘客活動を行うもので、具体的には、

２次アクセスを強化するための観光周遊バス

の運行支援事業や各地域振興局が取り組む観

光情報発信事業等、合わせて18の雇用対策事

業で35名の雇用を創出するものです。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 観光基本計画促進費１億2,684万円余を計

上させていただいております。 

 主なものといたしましては、説明欄４番の
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観光基本計画関連雇用対策事業として9,829

万円余を計上させていただいています。これ

は、雇用対策基金を活用いたしまして、宿泊

施設等において未就業者に接客技術等を学ば

せ、就業につなげる人材育成事業や観光ボラ

ンティアガイドの総合窓口案内事業など、受

け入れ対策に係る事業、合わせて５事業で32

名の雇用を創出するものです。 

 次に、観光施設整備事業費として1,423万

円余をお願いしておりますが、これは県内主

要観光地への誘導や説明のための観光標識の

整備等に要する経費でございます。 

 以上、観光交流国際課といたしまして、合

計９億8,300万円余をお願いしております。

よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。49ページをお

願いいたします。 

 まず、商業総務費の貿易振興費でございま

すが、主なものは上海事務所関連でございま

す。 

 新規でございますが、４番のくまもと上海

事務所設置につきましては、これは熊本市、

熊本大学と共同で事務所を運営していく予定

でございまして、事務所運営に伴う費用の３

分の１、それから活動経費等でございます。 

 それから、５番の、これも新規でございま

すが、県産品チャイナチャレンジ支援事業

は、上海事務所設置に伴いまして、上海で５

割以上のシェアを持っております流通小売の

大手グループで百連グループというのがござ

います。ここの一つで、日本のこだわり食品

フェアにおきまして、熊本県ブースを大き目

に出展したいというふうに考えております。 

 それから、最近、海外での冒認出願とい

う、いわゆる抜け駆け登録というものが問題

になってきておりますが、「熊本」という文

字の冒認登録を防ぐために、中国本土、香

港、台湾の３地域で登録・出願状況の監視を

専門の調査会社に委託するものでございま

す。 

 50ページをお願いいたします。 

 物産振興費１億8,286万円余をお願いして

おります。 

 ４番目の球磨焼酎等ブランド確立推進事業

につきましては、来年度で３年目を迎えます

が、農林水産部と連携いたしまして、球磨地

域でとれた米でつくった球磨焼酎のＰＲ等を

支援するものでございます。 

 これまで、酒器コンテストですとか、熊本

市内28店舗での開催による球磨焼酎を楽しむ

会等を行ってまいりました。来年度は、現地

の蔵めぐりツアーですとか、女性を中心とし

た新しい顧客を獲得するためのセミナーなど

を熊本市内で開催していきたいと考えており

ます。 

 51ページをお願いいたします。 

 ６番のＫＡＮＳＡＩ戦略推進事業でござい

ます。これは、23年度も、これまでと同様

に、全力でくまモンを活用したプロモーショ

ンや食を中心にしたイベント等を行ってまい

りたいと考えております。 

 ７番から次のページの12番までは、すべて

基金事業でございます。８番、９番は、とも

に熊本の県産酒、しょうちゅう、日本酒、ワ

イン等の販路拡大を行う緊急雇用なりふるさ

と雇用でございます。それから、10番は、帰

ってきたくまモンお礼行脚事業でございます

が、これは、新幹線全線開業でくまモンは一

たん帰ってまいりますが、大変関西・中国地

方でお世話になりましたので、再度お礼行脚

で関西地方に出没し、熊本の認知度向上をさ

らに図っていくものでございます。 

 52ページをお願いします。 

 12番でございますが、くまもとグルメキャ

ラバン運営事業、これは関西・中国地方でラ

ッピングカーによる、例えばいきなりだんご

ですとかといったくまもと和スイーツとでも

言うんでしょうか、こういったものの移動販
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売、ＰＲを行いたいと思っております。これ

も緊急雇用でございます。 

 13番、新規でございますが、五木村振興基

金を活用したもので、五木村特産品の販路開

拓を行う経費でございます。 

 53ページをお願いします。 

 伝統工芸振興費8,117万円余でございま

す。 

 １番目は、伝統工芸館管理運営費、指定管

理費でございます。 

 ここで、約1,000万円ほど前年度から見ま

すと落ちております。そこをちょっと御説明

させていただきたいと思っておりますが、こ

れは、来年度からまた指定管理の新たな５年

間がスタートするに伴いまして、利用料金制

度をとるようにいたしました。これまでは、

伝統工芸館の展示室等を貸し出した料金は県

に使用料収入で入ってきておりましたが、今

後は、伝統工芸館の工夫や努力で直接伝統工

芸館の収入にするようにいたしました。その

分、県からの指定管理費の分を減らしたとい

うところでございます。 

 以上、くまもとブランド推進課の平成23年

度当初予算は、人件費を含め、合計で４億6,

165万円余でございます。よろしくお願いい

たします。 

 

○池田和貴委員長 企業局の説明に入る前

に、ここで一たん休憩をとりたいと思いま

す。暫時休憩いたします。 

  午前10時59分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時６分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続きまして会議を再開いたします。 

 次に、企業局長から総括説明を行っていた

だき、関係課長から説明をお願いいたしま

す。 

 

○川口企業局長 企業局でございます。 

 議案の説明に先立ちまして、企業局で所管

します３事業、電気、工業用水道、有料駐車

場の最近の経営の概況等につきまして御説明

申し上げます。 

 企業局では、荒瀬ダムの撤去及び藤本発電

所の発電停止に伴います経営環境の変化等に

対応するため、経営基本計画、第３期でござ

いますけれども、策定いたしました。今後、

この計画に基づき、各事業に取り組んでまい

ります。 

 まず、電気事業でございますが、昨年３月

末の藤本発電所の発電停止に伴い、事業収入

の約３分の１が減少することに加え、荒瀬ダ

ム撤去関連費用の支出の増加による特別損失

が発生するため、当分、赤字経営となる見込

みでございます。 

 なお、荒瀬ダム撤去資金不足に対しまして

は、道路かさ上げなど撤去関連事業に対する

社会資本整備総合交付金の確保あるいはダム

本体撤去等に対する国の財政支援につきまし

て、知事を先頭に、これまでにも増して国に

対し強く要望してまいります。 

 あわせまして、国と県との検討会議を活用

して撤去費用のコスト縮減に向けた検討のほ

か、人員削減、資産売却等の検討等、企業局

の経営努力も行うことによりまして、全体と

して撤去資金の不足を生じないよう、全力で

取り組んでまいります。 

 次に、工業用水道事業でございますが、３

つの工業用水道のうち、特に有明工業用水道

事業につきましては、多量の未利用水に加

え、多額の竜門ダム関連経費により、依然と

して厳しい運営が続いております。このた

め、経営再建計画を策定し、今後、この計画

に沿いまして、収入増加対策として企業誘致

部門や関係市町との連携をさらに強化し需要

開拓に努めますとともに、経費削減等に取り

組んでまいります。 

 最後に、有料駐車場事業でございますが、

利用台数は減少傾向にあるものの、安定した
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経営を維持しております。引き続き、中心商

店街等との連携強化によりまして、利用台数

の増加に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 それでは、今回御提案いたしております平

成23年度当初予算案の概要につきまして、各

事業別に御説明申し上げます。 

 まず、電気事業の収益的収支につきまし

て、収入として18億1,200万円余及び支出と

して23億9,700万円余の事業費を見込んでお

ります。 

 収支につきましては、道路かさ上げや砂れ

き、泥土の除去等、荒瀬ダム撤去関連費用の

増加によりまして、５億8,400万円余の損失

となる見込みでございます。 

 次に、工業用水道事業の収益的収支につき

まして、有明、八代、苓北の３工業用水道合

計で、収入として８億2,000万円余及び支出

として10億5,800万円余の事業費を見込み、

収支は２億3,800万円余の損失となる見込み

でございます。 

 最後に、有料駐車場事業の収益的収支につ

きまして、収入として１億2,600万円余及び

支出として8,100万円余の事業費を見込み、

収支は4,500万円余の利益を見込んでおりま

す。 

 詳細につきましては次長から説明いたさせ

ますので、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 また、荒瀬ダムの取り組み状況につきまし

てもあわせて御報告させていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

 

○黒田企業局次長 企業局の総務経営課でご

ざいます。説明資料の58ページをお願いしま

す。 

 当初予算の総括表でございます。企業局の

３つの事業会計につきまして、収益的収支及

び資本的収支を総括表としてまとめたもので

ございます。 

 まず、収益的収支でございますが、電気事

業会計及び工業用水道事業会計で厳しい経営

状況となっております。有料駐車場事業会計

につきましては、例年どおり安定した利益を

計上しております。 

 次に、資本的収支は、建設改良工事の実施

や企業債及び他会計貸付金の償還金によるも

のでございます。 

 59ページをお願いします。 

 各事業会計別に御説明いたします。 

 まず、電気事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 収入は18億1,200万円余で、そのうち14億

5,200万円余は電力料金の収入でございま

す。そのほか、社会資本整備総合交付金の事

業受託金等３億4,800万円余を計上しており

ます。 

 支出は23億9,700万円余で、職員給与費、

発電所の維持、運営に要する経費、荒瀬ダム

に関連する経費でございます。 

 この荒瀬ダム関連費の中に、荒瀬ダム撤去

関連事業費として５億5,700万円余が含まれ

ております。その内容は、道路かさ上げや河

川改修事業費等、社会資本整備総合交付金の

対象となる事業費が３億3,300万円余、砂れ

き、泥土の除去や護岸補修等、交付金の対象

とならない企業局単独事業が２億2,400万円

余となっております。また、社会資本整備総

合交付金事業に伴います負担金としまして、

一般会計への繰出金１億4,000万円余を計上

しております。 

 60ページをお願いします。 

 収益的支出の続きでございますが、減価償

却費等を計上しております。損益としまして

は、５億8,400万円余の損失を見込んでおり

ます。 

 61ページをお願いします。 

 電気事業会計の資本的支出でございます。 

 建設改良費は、市房第二発電所の発電用水

車の部品製作によるものでございます。 
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 その他、企業債償還金、それから他会計へ

の繰出金等で、合計で４億1,100万円余を計

上しております。 

 62ページをお願いします。 

 工業用水道事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 収入は８億2,000万円余で、内訳は、有

明、八代、苓北の各工業用水道の給水収益

と、それから施設を共有しております福岡県

等からの受託管理収益及び一般会計からの補

助金等でございます。 

 支出は10億5,800万円余で、職員給与費、

維持運営費、減価償却費等でございます。損

益としましては、２億3,800万円余の損失と

なっております。 

 63ページをお願いします。 

 工業用水道事業会計の資本的支出でござい

ます。 

 建設改良費につきましては、苓北工業用水

道の取水施設である都呂々ダムの管理設備の

取りかえや八代工業用水道の導水管改修のた

めの調査委託費等でございます。 

 企業債償還金、長期借入金償還金等で、合

計で14億1,900万円余を計上しております。 

 64ページをお願いします。 

 有料駐車場事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 収入は１億2,600万円余で、駐車場の料金

収入のほか、商工団体からの負担金等を計上

しております。 

 支出は8,100万円余で、職員給与費、維持

運営費、減価償却費等でございます。損益と

しましては、4,500万円余の利益を見込んで

おります。 

 企業局は以上でございます。よろしくお願

いします。 

 

○池田和貴委員長 それでは、労働委員会の

坂田事務局長から説明をお願いいたします。 

 

○坂田労働委員会事務局長 労働委員会でご

ざいます。 

 今回、労働委員会事務局から御提案してお

ります平成23年度当初予算について御説明を

申し上げます。資料の65ページをお願いいた

します。 

 予算につきましては、委員会費と事務局費

で構成されております。 

 まず、委員会費でございますけれども、委

員15名の報酬でございます。 

 次に、事務局費でありますが、事務局職員

９名に係る人件費、事務局の運営経費、審

査・調整事件、個別労働関係紛争のあっせん

等に要する経費でございます。 

 以上、労働委員会の予算総額は１億578万

1,000円となっております。御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○髙野洋介委員 企業立地課にお尋ねします

けれども、菊池だとか、県南だとか、そうい

うのの予算がついとっとですけれども、県南

部分についてのちょっと詳細を教えていただ

きたいんですけれども。42ページ、菊池テク

ノパークの建設と県南地域の市町村がという

ところなんですけれども。 

 

○山内企業立地課長 県南地域の市町村が整

備する工業団地を支援するための調査経費と

申しますのは、県南地域、例えば人吉市です

とか、錦町ですとか、八代地域、芦北・水俣

地域も含めてですけれども、各地元の自治体

が新たに工業団地を整備される際に、例えば

井戸水の井戸とか、水の状況ですとか、土地

の耐力といいますか、どれぐらいの建設物を

建てられるかの地質調査ですけれども、そう

いったものの部分について、県が市町村にか
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わってその調査をすることにより、県南地域

の市町村が工業団地の整備をされるお手伝い

をしていこうという事業でございます。 

 

○髙野洋介委員 ということは、まだ具体的

にどこの市が、どこの町が、どこの村がする

ということは決まってないというふうに受け

取りますけれども、私いつも考えております

のが、いつも北高南低と言われるんですよ

ね。来年、熊本市が政令市になったら、今度

は八代とか県南に目を向けていかなければい

けないと思うんですけれども、まだ、私が１

年間委員会に所属しとって、県南できちんと

した企業の誘致が進んでいるというのはあん

まり実感としてわいてないんですよ。その状

況も踏まえて、今後県はどのようにして県南

を見ておるのかというのをちょっとお尋ねし

たいんですけれども。 

 

○山内企業立地課長 本年度も、県南地域で

は、増設が中心ですけれども、人吉市内で新

たにキノコの菌の製造業を始められたりです

とか、また、水俣・芦北地域でも八代地域で

も増設とかの協定は数件あっており、全くな

い状況ではなくて、これまでの取り組みの成

果もあり、少しずつは効果は出てきていると

ころですけれども、ただ、やはり県北地域と

比べるとなかなか、福岡の方から遠いといっ

た立地面の問題もあり、やはり立地が県北と

比べてそうは進んでない状況ですので、先ほ

どの本会議の答弁でもお答えを部長の方から

申し上げたかと思いますが、水俣・芦北地域

を初め、単に地元がいろいろやられる――工

業団地整備にしろ、やられるのを待ちの姿勢

で応援をするのではなくて、もっと県の方か

らも積極的により一層各地域の方に入ってい

って、適地の開発でありますとか、そういっ

た適地に向けたいろんな新たな、例えば食料

品製造業部門とか環境関連といった分野の企

業の誘致等々、来年度、より一層力を入れて

まいりたいというふうに考えております。 

 

○髙野洋介委員 まあ、いつも予想している

答弁、ありがとうございます。 

 いつもそう言われるんですけれども、実

際、私の町にパナソニックの後、全く動きが

ないんですよ。全然、私、１年間この委員会

に所属しとって、企業立地課さんからそうい

った情報も、全く説明も受けておりません

し、情報が入ってこない状態なんですよ。で

すので、やっぱりきちんと、本当に思ってい

るんだったら結果を出していただきたいなと

いうふうに思いますし、時間が県南の方には

――高齢化が進んでおりますので、若者がど

んどんどんどん逃げていくんですよ。ですの

で、そこをきちんと――やっぱり時間がほか

の地域に比べて県南はないと思いますので、

そこはきちんと現場を、状況を把握してやっ

ていただきたいなというふうに思っておりま

す。 

 

○池田和貴委員長 要望でいいですかね。 

 

○髙野洋介委員 はい。 

 

○池田和貴委員長 山内課長、何かコメント

ありますか。 

 

○山内企業立地課長 特にパナソニックの跡

地につきましては、非常に大きな工場だった

こともあり、地元に大きな影響があっておる

のは重々認識をしております。 

 いろんな動きは、県としても行っておりま

すし、御相談というか、引き合いもあってお

ります。ただ、途中経過なものですから、ま

だまだきちんと御報告する段階にはないんで

すが、特にパナソニックの跡地については、

本当何とかできるだけ早い時期に後継企業が

あそこに入っていただけるように努力をして

おりまして、近いうちに何らかの御報告がで
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きるようになれればいいと願いつつ、頑張っ

ております。 

 

○池田和貴委員長 部長、何かありますか。 

 

○中川商工観光労働部長 県北と県南の差に

ついては御指摘のとおりでございます。 

 今度企画の方で県土ビジョンをつくられる

と思いますけれども、そういう意味では、ま

ずキーとなるのが八代だと思っております。

あれだけ基盤整備も整っておりますので、あ

れを生かさない手はないと思いますけれど

も、一つやっぱり感じているのが、案外土地

が少ないという部分がございまして、そうい

う意味で、県営となるとこちらも順番があり

ますので、なかなか難しいので、できれば市

町村と一緒になって用意をしていきたい、可

能性はまだまだあると思っておりますので、

頑張らせていただきます。 

 

○氷室雄一郎委員 商工観光労働部長の総括

説明の中で、下の中小企業支援でございます

けれども、県内の中小企業は大変厳しい状況

でございますが、その資金繰りを支援してま

いりたいということで、今金融課から説明が

ございましたように、この金融円滑化資金は

100億円縮小するという、この枠組みは国の

緊急保証制度に並行して拡大をされたんじゃ

ないかと、私、認識が、質問でも取り上げま

したけれども、そうなっているんじゃないか

と。これを、これだけ減らして、まあ実績が

ないからということだと思うんですが、これ

で大丈夫なのかという不安を持っているんで

すけれども、ちょっと御説明をもう一遍して

いただいて、なぜこれだけ減らしたのか。 

 

○福島商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 委員おっしゃるとおり、リーマンショック

以降融資枠をふやしまして、350億ほどの融

資枠を３年間維持してまいっております。 

 ただ、実績としましては、当初の平成20年

が280億、21年が250億、本年度が、見込みで

すけれども、大体180億程度となっておりま

すので、先ほど言いました350億から100億減

らした250億でも十分対応できると思ってお

ります。もし万が一これが足りないというこ

とになれば、補正で対応も考えていきたいと

思っております。 

 

○氷室雄一郎委員 毎回そういう状況で、質

問しても大丈夫だ、大丈夫だと言って、この

金融危機のときとリーマンショックのとき、

２回大幅に拡大をしていただいたんですが、

緊急保証制度はもう打ち切りの方向だと思う

んですけれども、これとリンクしてないんで

すかね。どうなんですかね、県内の企業さん

の状況としては。この国の制度は縮小され

る、また廃止になれば、この金融枠にまた頼

らざるを得ない状況が生まれるんじゃないか

と。私の認識は間違っているかどうか、ちょ

っと課長。 

 

○福島商工振興金融課長 企業の方も、かな

り資金繰りといいますか、目いっぱい借りて

いるところもございまして、新規の借り入れ

申し込みというのが少なくなっているのが現

状でございます。条件変更あたりを２回目、

３回目と繰り返してきている現状もございま

す。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、状況を見て柔軟

に対応するという姿勢は持っておられるとい

うことですかね。 

 

○福島商工振興金融課長 はい、そのように

対応してまいりたいと思っております。 

 

○池田和貴委員長 私からもお願いをしま

す。資金の流れというのは、体の中で言うと
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血液の流れと一緒なので、ここが滞ってしま

うと、非常にやっぱり大きな影響が出てくる

と思います。資金が足りないような兆候が見

えたら、早く対応するように、これは私から

もお願いをしたいと思っております。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 

○馬場成志委員 その他で申し上げようかと

思っておりましたけれども、さっきの企業立

地の話と若干関係するかなと思って、ちょっ

とここで言わせてもらえばと思います。 

 もちろん大きな工場を持ってきて雇用をふ

やしていただくということは大事なことです

から、やっていただきたいと思っておりま

す。 

 けさの新聞に、今後の地域の何か特集で、

熊大の学長か何かがコメントされていまし

た。あれは選挙のことじゃなくて、政令市の

スタートという部分だったかなと思います

が、もう30分、40分だったら福岡と同じ町な

んだというようなことで、学園都市を目指し

てというような話でしたけど、これはオフィ

スの問題も同じだろうと思うんですよね。 

 例えば、工場にしても、今、コンピュータ

ー化というか、ハイテク化が進んだら、大き

な工場でも10人、20人しか従業員は雇わない

というようなことがたまにあったりしますよ

な。そういうことであれば、オフィス誘致と

いうものも、あんまり変わらぬような状況も

――効果がですね。そういう意味で、私も、

これまでオフィス誘致というのに――皆さん

意識は持っておられると思いますけれども、

とりたててお尋ねしたことがなかったもので

すから、その件について何か。ちょっとどこ

なのかもわかりませんが。 

 

○山内企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 オフィス関係につきましては、産業支援サ

ービス業の立地促進補助という事業に今取り

組んでおりまして、メーンはコールセンター

を中心にしておりますけれども、コールセン

ターに限らず、せっかく九州の拠点都市とし

て熊本市内に広域的な業務を行ってもらえる

オフィスをつくっていただこうということで

取り組みを進めております。 

 やはりこういったコールセンター関係、非

常に雇用の面では大きな効果を上げておりま

す。これまで、コールセンター関係、この補

助で７件の誘致ができておりますけれども、

トータルの雇用が1,200人ぐらいいく見込み

になっておりますし、コールセンターに限ら

ず、馬場委員おっしゃられたように、本当に

いろんな広域的な業務を行うような拠点施設

の誘致につきましては引き続きやっていきた

いということで、これまでは産業支援サービ

ス業等立地補助金は、対象は、いわゆる市街

地といいますか、人口集中地区だけが本年度

までは対象だったんですけれども、やっぱり

もっともっと県内、本当熊本市が中心ではあ

りましょうが、もっと人吉市にしろ、郊外に

しろ、天草にしろ、いろんなところにもこう

いった補助金を活用していろんなオフィス、

事務所に来ていただけるように、来年度から

補助対象を拡大して、その取り組みを強化し

てまいりたいというふうに考えております。 

 

○馬場成志委員 頑張ってもらいたいと思い

ます。 

 そして、今申し上げたのは、コールセンタ

ーとか、大きなやつの部分はもう既に目を向

けていただいとるのは十分承知しております

ので、もう本当に福岡でオフィスを借りる家

賃を払うならば、こっちで安い家賃で入れ

る、そして、いろんな文化や歴史、阿蘇、天

草のいろんな趣のあるという部分とか、そう

いったもの――同じ事務所を、半分を３分の

１、へたすりゃ５分の１の資金でもっと広い

オフィスを持てるわけでしょう。だから、そ

ういったところの発信をしてもらいたいとい
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うことをあわせて申し上げときたいというふ

うに思います。 

 

○池田和貴委員長 じゃあ、よろしくお願い

します。 

 ほかに。 

 

○西岡勝成委員 ブランド推進課。最近、熊

本の馬刺とかラーメンに見合うようなヒット

商品というのは、要するにいきなりだんごと

いうのは、非常に将来性があるということで

いろいろ販路も広がっていると思うんですけ

れども、これは非常に農業にも広く貢献する

食品だと思うんですけれども、今の実態はど

うなっているのかということと、これは海外

でも売れる商品なんですか。その辺をちょっ

と。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 ブランド

推進課でございます。 

 私どもも、よく、例えば熊本のお土産で一

番のお勧めは何ですかとか、一番の今力を入

れているブランドは何ですかと聞かれたとき

に、非常に答えに窮しているという状態でご

ざいました。そういう中で、やっぱり熊本は

食に弱いとか、お土産に弱いということが言

われてきておりまして、そういったことで今

年度は熊本市と連携いたしまして、いわゆる

熊本のうまかもんという、土産の21商品を開

発させていただきました。 

 これはプロのバイヤーさんですとか、デザ

イナーの方たちに入っていただいて、ブラッ

シュアップしていただいてしたんですけれど

も、その中に、具体的にはいきなりだんごが

２社、結果としては入ってきておりました。 

 いきなりだんごは、今、もちろん大きい会

社から家内的にやっておられるところとたく

さんあるんですけれども、香港ですとか、上

海ですとか、シンガポール等にもいきなりだ

んごあるいはサツマイモのスイーツのような

形で出しておられるところが今非常に出てき

ておりまして、私たちも、やっぱりお菓子と

いうのはひとつ力を入れるべきではないかな

ということで、今はいきなりだんごに力を入

れさせていただいております。 

 そのほか、ただ、御存じのように食材が非

常に豊富なところでございますので、いろん

な分野で、カレーでしたり、南関あげを使っ

たものでしたり、あるいは晩白柚のハチみつ

を使ったものとかという形でいろんな形で出

てきておりますので、全般的に広く支援して

いくのは当然でございますが、その中でもや

っぱり特色があるものは、特に海外も含めた

ところで力を入れてやっていきたいなと思っ

ております。 

 

○西岡勝成委員 関西とか関東方面での人気

度というか、それと、芋そのものの産地はや

っぱり熊本県内のものを使っているんです

か。 

 

○宮尾くまもとブランド推進課長 いきなり

だんごにつきましては、去年、ことしと２年

連続で広島のフードフェスティバルという非

常に大きな、80万人ぐらい来る大きなイベン

トでございますが、ブースを去年から設けて

おります。 

 私どもも、本当に反響にびっくりするぐら

いに長蛇の列でございまして、出店されたと

ころも、これまでこんなに売れたことはなか

ったということで、ことしは、いきなりだん

ごに加えてからしレンコンもブースを出させ

ていただいたんですけれども、そういった意

味で、あと当然関西も、ことし、逸品縁日と

いうイベントを大阪でやらせていただきまし

たけれども、それもいわゆる逸品ですので、

食に力を入れて、例えば玉名ラーメンでした

り、いきなりだんごはもちろんのこと、先ほ

どのうまかもんももちろんのこと、水俣チャ

ンポンとか、いろんな形を入れたところでご
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ざいます。 

 そういったところでは非常に認知度も出て

きたところですし、八代からは、トマピーエ

ンという、トマトが入った太平燕も出させて

いただきました。いきなりだんごと、もう一

つ別に太平燕も私ども力を入れているところ

でございますが、エースコックという、大阪

に本社があるハルサメに非常に強い会社がご

ざいますが、ここが太平燕を３月７日から全

国一斉に発売してくださっていまして、これ

もくまモンがついておりまして、九州新幹線

全線開業記念というところで、ですから、そ

ういった側面支援も大きな応援になっている

のではないかなというふうに思っておりま

す。 

 

○西岡勝成委員 これはお願いなんですけれ

ども、やっぱりそういう一つ一つの努力が産

業の力をつけていくことになりますので、ぜ

ひ一つ一つ努力をして重ねていただきたいと

思います。 

 もう一つ、これは食と健康の件ですけれど

も、31ページ。 

 これは何か当てがあって予算をつけたもの

ですかね。それとも、何かこういう事業、希

望があったら受け付けたいというような形で

やっているのか、その辺を。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

すが、31ページの４番の事業でございます。 

 これは、熊大医学部・薬学部が持っており

ますいろんな知見を活用したいということ

で、こちらとしても、例えば県産の馬刺と

か、いろんな機能性を発揮し得る素材がたく

さんありますので、そういったやつは、こち

らは幾つか想定はしておりますけれども、実

際の募集につきましては公募をやりたいとい

うふうに思っておりますので、いろんなもの

を御提案いただいて、その中から可能性が高

いものを選定してまいりたいと考えておりま

す。 

 

○西岡勝成委員 要するに、産学官の連携で

やるということですね 

 

○高口産業支援課長 そうですね。 

 

○髙野洋介委員 ２つの課に分けて聞きたい

んですけれども、１点目が労働雇用課なんで

すけれども、昨年度までキャリアサポーター

があったじゃないですか、高校生の。あれが

今年度はまだ予算がついてないんですけれど

も、恐らく多分補正か何かでつくとは思うん

ですけれども、今の状況を踏まえて、一刻も

早くそういった制度をもう一回活用をしなが

らした方が私はいいと思いますが、今後の予

定なんかを伺いたいのと、あとは新エネルギ

ー産業振興室に伺いたいんですけれども、新

規の太陽光発電を利用した農業の実証実験、

これはビニールハウスだと思いますけれど

も、これの詳細をちょっと教えていただきた

いと思います。 

 

○古閑労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 実は、報告事項の方の資料の10ページをご

らんいただければと思いますが、恐れ入りま

す。 

 この10ページの63番に、高校生キャリアサ

ポート事業という、今御指摘ございました高

校生の就職を支援するサポーターを配置する

事業を、高校教育課の方で予算を計上させて

いただいているところでございます。 

 今年度と同様に、新規雇用見込み数50人と

なっておりますが、６カ月掛ける２というこ

とで、実際は25名体制で１年間サポート事業

をさせていただくということで考えておりま

す。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 35ページ
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の右側３番の太陽光発電を利用した農業の実

証事業についての具体的な内容についてとい

うお尋ねでございますが、これは背景といた

しましては、施設園芸等農業の中で、加温施

設といいますか、ボイラーで大量の重油を使

うというような背景があって、ＣＯ2の排出

量もそれで多いというのがございます。昨

今、重油の高騰とかもございますし、そうい

う重油から新エネルギーに転換してＣＯ2の

削減あるいは機械油コストの削減の方につな

げていければという趣旨で、ソーラーの農業

の利用可能性を調査するものでございます。 

 具体的には、ビニールハウス、これにソー

ラー、まあ比較的軽いタイプのやつを乗っけ

て、それで実際どういう乗せ方をすれば――

日照も、ある程度作物はとらなきゃいけませ

んので、最適な乗せ方がどういうのがいいか

とか、乗せるための機材はどういうのがいい

かとか、そういうのを具体的に実証を農家の

方の御協力をいただきまして実施するもので

ございます。 

 それを踏まえまして、具体的に、まあねら

うところはＣＯ2削減というところで、重油

の削減という話までつなげていかなきゃいけ

ませんので、農政部門等協力いただいて、そ

ういう空調等のいろんな機器の改良、改善、

そういう話につなげられるように、まずはソ

ーラーの乗っけ方のところから実証を来年度

やっていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 

○髙野洋介委員 雇用の方なんですけれど

も、これは私が聞いた範囲で一番問題なの

は、６カ月なんですよね。６カ月ということ

で、非常に――大体６月からしたら12月で終

わるじゃないですか。結局、私も卒業式に行

かせていただきましたけれども、未就職の方

もやっぱりいらっしゃるんですよね。ですの

で、そこのキャリアサポーターの方と話をし

たら、自分たちの契約はもう終わったけれど

も、まだ残っとる人がおると、だから非常に

我々としては悔いが残ると、だから、精いっ

ぱい頑張っとるんだから、もう少し延長なり

なんなりする制度をつくる必要があるという

ふうなことをずっと言われましたので、そこ

は恐らくわかっていらっしゃると思いますけ

れども、今後課題としてぜひ考えていただい

て、頑張っている人はやっぱり契約の延長と

か、そういうのも柔軟に対応できるようにお

願いしたいのと、もう一つ、森永さんなんで

すけれども、八代の現状を言うと、トマトの

農家で月に300万から500万重油代だけでかか

るという施設もあるんですよ。これが前に進

むと、非常に農家の方々が希望を持って営農

がなされますので、ぜひここは強くやってい

ただいて、簡単に言うと、多分ハウスの中に

エアコンを設置するような形になると思いま

すけれども、多分物すごく物々しい装備にな

ると思いますけれども、それを少しでも安く

できるような形でも今後取り組んでいただき

たいなというふうに要望をしておきます。 

 

○古閑労働雇用課長 今髙野委員から御指摘

がございましたように、１年間が短いという

御指摘をいただきまして、22年度も国に対し

て要望をさせていただいておりますが、国の

方の見解としましては、やはりできるだけ多

くの離職者を雇いたいと、この事業の目的と

してはということで、なかなかちょっと難し

いという御回答をいただいているところでご

ざいます。 

 ことしも、最終年度になりますので、なか

なか要望という形はちょっと難しゅうござい

ますけれども、できる限り努力はさせていた

だきたいと思います。 

 

○池田和貴委員長 古閑課長、済みません、

ちょっとこれは質問なんですけれども、今基

金があるので、この高校生キャリアサポート

事業で雇用できているんですけれども、基金
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がなくなった場合には、これはどういうふう

になるんですかね。 

 

○古閑労働雇用課長 高校教育課さんの方

も、以前は一般財源の方で措置をされておら

れました。ですから、この基金事業が終わっ

た後どうなさるかは、ちょっとまた高校教育

課の方の御判断になろうかと思いますが。 

 

○池田和貴委員長 やはりこの基金があった

からこそ、うまく回っていたというところは

あるんですよね。 

 森永室長、何かありますか。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 今トマト

というお話もございましたので、トマトと

か、そういう野菜類も含めて実証ができない

か今検討をしておりますので、また八代地域

で実証に御協力いただけるような農家の方が

ございましたら、我々にもどんどん情報をい

ただけたらと思っておりますので、よろしく

お願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○九谷弘一委員 今の関連ですけれども、あ

りがたいことですよね、１億の中に3,000万

もこれに突っ込んで調査をされるというよう

なことですから。これは恐らく、先ほど御説

明の中に、農林水産部と連携をしてというお

話でございました。 

 いきなり農家に実証試験をされるのか、農

業研究センターというのがある、そこでやっ

ぱりリスクをかわした中である程度研究をさ

せるというようなことはお考えではないのか

どうか。それと、御希望があれば八代でもと

いうようなお話でありましたけれども、まだ

そういった選定地区も決まってないわけです

か。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 最初の実

証の場所に農研センターはどうだろうかとい

うお話がございましたが、農研センターにつ

いても、そういう場所も含めていろいろ御相

談したんですけれども、あそこはガラスのハ

ウスといいますか、そういうちょっと頑丈な

ハウスはございますが、今回想定しているの

は、一般の農家への補給をどう図っていくか

というのを課題で考えておりますので、具体

的に一般の農家で実際ハウスをお持ちのとこ

ろに今御相談をしているところでございま

す。 

 具体的には、公募の形で県の事業としてや

っていきますので、どこでどういうやり方を

やるかも含めてのちょっといろいろ御提案を

得ながら、その中で事業のやり方を固めてい

きたいと思っております。 

 

○九谷弘一委員 もう一つ、農業大学校とい

うお考えを持たれたことはないんですか。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 農業大学

校については、特に具体的な御相談はしてお

りませんが、いずれにしても現場に近いとこ

ろでなるべくやりたいという意向を持ってお

りますので、今回、実証がうまくいくにはち

ょっと段階的な検討が必要だと思っておりま

すけれども、いろんなハウス側の設備といい

ますか、空調を含めたいろんな設備等を含め

た、いわばソーラーとセットのパッケージと

いいますか、そういう形の商品化もにらんで

の検討を進めていきたいと思っておりますの

で、なるべく現場に近いところでデータが得

られるようなところを想定というか、選定し

ていきたいと考えているところでございま

す。 

 

○九谷弘一委員 どのくらい金額がかかるの

か知りませんけれども、農家を何戸されるの

か知りませんけれども、１カ所か２カ所かわ
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かりませんけれども、やはり若い世代、特に

農業大学校というのは、就農率が非常に熊本

県は高いところでありまして、特に施設園芸

の希望者というのは、非常に多い生徒が入っ

ている中でありますから、今後、そういった

若い青年たちにそういったことも経験させ、

見せるあるいは体で感じさせる、いろんなこ

とが大事じゃないかなというふうな思いがす

るものだからそういったことを申し上げたわ

けでありまして、できるならばそういったこ

ともお考えいただくことが大事じゃないかな

というふうに、意欲を持って入ってきとる生

徒ばかりだからですね。やっぱり彼たちにそ

ういった意識づけをさせるということが大事

じゃないかという思いを持ちましたものだか

らそういったことを言わせていただいたわけ

で、ぜひ農業大学校にもそういったことを、

研究も含めた中で実証試験をやらせていただ

くと、非常に参考に彼らにもなるんじゃない

かなという思いはいたしております。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 今貴重な

アドバイスをいただきましたので、農業大学

校につきましても、具体的に相談をさせてい

ただきたいと思っております。よろしくお願

いします。 

 

○池田和貴委員長 それと、この太陽光発電

をつけたビニールハウス、まあ耐候性になる

かと思うんですけれども、これも企業でやっ

ているところがあるのは御存じだったです

か。 

 

○森永新エネルギー産業振興室長 海外のメ

ーカーのパネルを使って実証試験、光投下型

のソーラーといいますか、使った実証実験を

やられている例が県内にもございます。 

 今回、通常の光投下じゃないタイプの形を

できれば、それがうまく実証ができないかと

いうのを検討テーマに考えておりまして、当

然投下型でもなかなかやっぱり日照について

課題もあるとか、まあ細かい話になります

が、ハチが何か紫外線を受けて飛ぶんです

が、その紫外線がシャットアウトされるとハ

チがうまく飛べなくなるとか、いろんな課題

もあるようでございまして、そこら辺のつく

る作物を含めて、農政の方等御協力いただき

ながら進めていきたいと思っております。 

 

○池田和貴委員長 わかりました。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 

○田代国広副委員長 この委員会の全体的な

予算で、一般会計で433億円ですかね。その

中で、金融政策課の中小企業の新事業241億

円ですか、いわゆる半分以上それがこの予算

で占めているわけですよね。ということは、

この半分以上を占める特異なケースだと思う

んです。こういった予算は、この経済委員会

以外にないと思うんですが、この241億円と

いう膨大な予算の消化あるいは利活用、これ

はやはりこの委員会として、本県の経済な

り、産業なり、そういったものに果たす役割

についてはどう認識されていますか。 

 

○福島商工振興金融課長 おっしゃるとお

り、商工観光労働部の中で、この金融対策費

が膨大なというか、半分近い金額を占めてお

ります。これはいずれも融資制度に基づくも

のでございまして、先ほどお話がありました

けれども、中小企業の資金繰り支援のために

活用してまいりたいと思っております。 

 

○田代国広副委員長 制度融資であるという

ことは、結局、この事業を利活用することに

よって、その中小企業の振興を図るという一

つの目的と申しますか、ねらいがあるんじゃ

ないかと思うんですよね。そういうふうに理

解していいわけですか。 
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○福島商工振興金融課長 副委員長おっしゃ

るとおりでございます。 

 

○田代国広副委員長 だとするならば、昨年

度、この利用がかなり少なかったような気が

するんですけれども、そういった利用率を上

げるような新たな取り組みあたりもやはり検

討していくべきじゃないかと思うんですけれ

ども、やはり情勢任せといいますか、自然の

流れといいますか、そういったのに任せっ放

しでいいのか、あるいは、あえて行政がそう

いった、この予算が中小企業の振興につなが

るとするならば、積極的に対応するとか、そ

ういった点についてはどう考えられますか。 

 

○福島商工振興金融課長 県としては、指導

権限があるわけではございませんけれども、

各金融機関、保証協会、この辺とたびたび意

見交換をしながら、利用促進についてお願い

をしております。 

 

○田代国広副委員長 この予算に半分以上を

占めるという膨大な金額ですから、やはりこ

の予算を消化すれば、ある一定の本県に与え

る経済的効果といいますか、そういったこと

も期待されると思いますので、いろいろと慎

重な対応をしなければならない側面もあると

思いますが、もう少しやはり利用が上がるよ

うにあるいは中小企業の振興につながるよう

に努力をしていただきたいというように思い

ます。 

 それともう１点…… 

 

○池田和貴委員長 済みません、今田代副委

員長がおっしゃられたように、先ほど氷室先

生も指摘されたように、セーフティーネット

保証貸し付けもこの３月末で終わりになりま

す。意外とやっぱり知っているようで知らな

い方々も多いとですよね。やっぱりもう一

回、商工団体も含めて、周知を図るように努

力をしていっていただきたいと思っておりま

す。 

 それと、やはり借りるときに、借りる条件

とかというのがありますよね。その辺の見直

しもいろいろ、まあ商工団体から実際借りた

方とか、そういった方々の意見を徴取しなが

ら、もし変更できる部分があれば、やはり最

大限協力をしてあげていただきたいというふ

うに思います。 

 

○田代国広副委員長 あと２点。５ページの

輸送事業に関する補助金２億何千万、これは

すべて一般財源ですが、これの具体的な説明

が１つと、もう一つは、労働雇用課、非常に

項目が多いですね。23項目か何かに分けて雇

用対策をされておるわけですが、一つ一つの

説明の予算は非常に小さいわけですね、何百

万とか。例えば１つにまとめていいんじゃな

いかなというようなところもあるような気が

いたします。例えば、シルバー人材関係なん

かは２つ上がっていますが、これあたり一緒

にしたっていいんじゃないかと思いますし、

余り小さく分け過ぎなきゃならない理由は当

然あってなっていると思うんですけれども、

もう少しこれはまとめると申しますか、骨太

にするといいますか、そういったふうにはさ

れないんですか。 

 

○福島商工振興金融課長 運輸事業振興助成

費２億8,800万円についての御質問だと思い

ます。 

 具体的に申しますと、県のトラック協会あ

るいはバス協会などが行います交通安全対策

の施設あるいは事業者の近代化対策事業、環

境対策事業、バス停施設の整備などの各種事

業を行うために補助を行っているものでござ

います。 

 

○古閑労働雇用課長 副委員長から御指摘ご

ざいました事業関係ですが、確かに非常に多
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くなっております。ただ、15ページの９番か

らがすべて基金事業でございます。ですか

ら、あくまでも緊急対策ということで、23年

度限りまでの事業ということで非常に本数的

にふえているという状況でございます。通常

ですと、もっと減る形になろうかと思いま

す。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○田中商工労働局長 補足でございます。 

 制度資金、今利用が低迷しているんじゃな

いかという話がありました。これは、制度資

金、あと政府系の金融機関、あるいは信用保

証協会、民間の金融機関、一緒になって中小

企業のセーフティーネットを図ろうというこ

とで県としても取り組んでおります。 

 その大きなものが金融円滑化資金を活用し

た県の制度資金なんですが、本来的には経済

が成長して、どんどんどんどん設備投資をし

て、それに対しての資金需要が出てくるとい

うのが非常に経済発展にとっても望ましいこ

となんですが、残念ながら、今景気がこうい

う状況なので、利用が実は低迷をしておりま

す。それは先生方御承知のとおりでございま

して、いろんな景気側の要因もあるわけでご

ざいます。それと、企業側にしても、借りた

くても先の見通しがつかないとか、そういう

ようないろんな要因の中で設備投資への意欲

がちょっと減退しているというような状況に

もあろうかと思います。そういう意味合いで

は、経済の発展、成長というのが、経済政策

等含めて、うまくいって成長が図られていく

ことが一番だと思います。 

 それとあわせまして、委員長から先ほどあ

りました制度の魅力はどうなのかという点、

いろんな金融機関でも低利の商品サービスが

出てまいっておりますけれども、県の制度融

資においても、引き続き制度の見直しとか、

そういうものも含めてやりながら、やはりこ

れは中小企業のいろんな展開のための資金的

な支援、資金繰りの支援、大事な要素だと思

っておりますので、引き続き一生懸命利用促

進に努めてまいりたいと思っております。 

 以上です。 

 

○氷室雄一郎委員 今お話があったのと現場

の感覚がちょっと違うんじゃないかと思うわ

けですね。利用はしたいけど、なかなか今ま

での制度の枠では難しい。もちろん、経済発

展、会社の伸展のためにこういう資金を使っ

てそれぞれの中小企業さんが成長していくと

いうのが本来のあり方ですけれども、県とし

ては、もうこの枠しか資金繰りの枠は――こ

こは命綱でございますので、保証協会の問題

もありましょうし、今これだけ100年に１度

という厳しい状況の中でこれを活用しなきゃ

ならぬ、まあ前年度が大体2,400件ぐらいこ

れを利用されておりますので、そういう中小

企業さんは助かっているわけでございまし

て、これから景気が回復するという楽観的な

状況はないわけでございますので、この辺は

県が――県としての主体性を持った資金でご

ざいますので、この辺の利活用についての何

かいい方法が、経済状況に応じた利用方法を

やっぱり私としては県に考えてほしいという

ことを、先ほどからもいろんなお話があって

おりますが、強く要望しておきたいと思って

おります。 

 もう１つ、借りにくいという条件が、条件

整備が整わぬと利用できないという、一番ハ

ードな面が、厳しい面がありますので、そこ

がネックになっているのは現実のことだと思

うんですよ。周知徹底ももちろん必要だと思

うんですけれども、強く要望しておきたいと

思います。 

 

○池田和貴委員長 やっぱり民間の金融機関

というのは、いいところにはみずから出向い

て借りてくれと、当然ですよね。それはリス
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クが少ないところに自分たちの資金を活用す

るというのは、これは民間企業としては当た

り前だと思うんですが、やっぱり公的な資金

というのは、ある意味そういったものを受け

られない人たちの、まあ先ほどから言ってい

るセーフティーネットだろうというふうに思

うんですよね。 

 ということは、本来であれば、経済が厳し

ければ厳しいほど要望額というのは逆に上が

らんばいかぬとじゃないかという気がするわ

けですよ。そのもともとの考え方からすれば

ですね。ただ、そこでモラルハザードを招く

ようなことはよくないんですが、そこは担保

しながら、やはり助けるべきところはなるべ

く助けられるようなことに使って、できれば

というふうな思いを、多分氷室先生たちもお

持ちなんじゃないかと思うんですよ。 

 これは、議員は、それぞれの一般の方々と

のつながりがありますので、そういったとこ

ろから出てきた声だと思いますので、ここは

真摯に受けとめて、本当いろいろな面で情報

収集しながら考えていっていただくようにお

願いをしたいと思っております。 

 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 29ページの天草陶石の利活

用技術確立、これはどういう事業をやるんで

すか。 

 

○高口産業支援課長 これは産業技術センタ

ーの試験研究費でございますが、この中に３

つほどテーマを入れさせてもらっています。

いわゆる環境浄化のシステムの部分と、それ

から阿蘇の黄土、いわゆるリモナイトとか、

それから天草陶石の利活用の部分でございま

す。 

 天草陶石に関しましては、従来から知事会

の連合の中で、長崎、佐賀と一緒にこの陶石

を使った新商品の研究、開発をもう数年続け

ておりますので、その延長を続けるものだと

いうふうに思います。 

 

○西岡勝成委員 新製品の開発、研究。 

 

○高口産業支援課長 そうです。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第56号、第57号、第62号、第68号、第72

号から第74号まで、第86号及び第87号につい

て、一括して採決したいと思います。御異議

ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、一括

して採決をいたします。 

 議案第56号外８件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第56号外８件については、原案

のとおり可決することと決定をいたしまし

た。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りをいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることに

してよろしいでしょうか。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。 

 次に、その他の報告事項に入るところでご

ざいますが、時間が参りましたので、昼食後

に再開をさせていただきたいと思います。時

間は、１時から再開をしたいと思います。お

疲れさまでございました。 

  午後０時２分休憩 
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――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○池田和貴委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、その他の報告事項に入ります。 

 報告の申し出が商工観光労働部から２件、

企業局から１件、労働委員会から１件あって

おります。 

 まず、それぞれの担当課長から説明を受け

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、報告１について、労働雇用課か

ら説明をお願いいたします。 

 

○古閑労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 報告事項の１ページをお願いいたします。 

 23年度の基金事業の取り組みについて御説

明を申し上げます。 

 まず、上段の県事業分につきましては、緊

急雇用創出基金とふるさと雇用再生特別基金

と合わせまして県事業全体では合計で178事

業、51億円の計画で、2,120人の雇用を創出

する見込みでございます。いずれも各事業課

におきまして関係する委員会で御審議をいた

だいているところでございます。 

 次に、中段が市町村分でございます。両基

金合わせまして市町村事業全体で合計で691

事業、49億2,000万円の計画で、2,983人の雇

用を創出する見込みでございます。 

 また、次のページ以降に、御参考までに県

事業の一覧を添付いたしております。 

 報告は以上でございます。よろしくお願い

をいたします。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 委員会報告事項の16ページをお願いいたし

ます。 

 熊本県産業振興アクションプラン2011につ

いて報告をさせていただきます。 

 昨年の12月の議会で御議決いただきました

県産業振興ビジョン2011に基づきまして、今

後５年間に推進すべき施策等を明らかにする

ために、庁内関係部署との調整あるいは県の

工業連合会の検討チームとの意見交換を経ま

してこのアクションプランを策定させていた

だきました。計画の期間は、平成23年度から

27年度までの５年間となっております。 

 計画の推進体制につきましては、委員会を

設置いたしまして、毎年度アクションプラン

の進捗状況や経済の情勢の変化等を踏まえま

して、取り組みの見直し等を検討し、施策等

に反映することで、ＰＤＣＡサイクルを回す

ことによって着実な産業振興ビジョン並びに

アクションプランの推進を図ることといたし

ております。 

 次に、アクションプランの構成でございま

すが、ビジョンの基本戦略及び重点戦略に対

応いたしまして９つのアクションをつくって

おります。大変恐縮ですが、18ページをお開

きいただきたいと思います。 

 この体系図で、ビジョンとアクションプラ

ンとの関連を示しております。表の一番左側

がビジョンの柱立てになります。真ん中がア

クションプランの骨子になります。ビジョン

の基本戦略の区分に沿って、マクロとミクロ

の観点から２つのアクションプランをつくっ

ております。それから、ビジョンの重点戦略

の連携・融合化の戦略、県域外からの収入獲

得戦略、さらには重点成長５分野ごとにそれ

ぞれ１つずつのアクションプランを策定いた

しました。 

 このアクションプランの主なポイントでご

ざいますが、まず１点目は、18ページの右側

になりますが、18の目標となる指標を設定し

たことでございます。 

 アクションの１からアクションの４まで、

これにつきましては、企業立地件数とかリー

ディング企業の数など、県が主に取り組みま
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す活動の成果を図る指標を設定いたしており

ます。それから、アクションの５から９まで

は、重点成長分野５分野に係るものでござい

ますので、各産業分野の集積状況を見るため

に、工業統計調査等に基づきまして付加価値

額を指標といたしました。 

 なお、付加価値額につきましては、今後の

目標といたしましては年間1.3％から3.3％の

増を目標といたしておりますが、これは国の

成長戦略や九州経済産業局が先般発表しまし

た九州の成長戦略アクションプランに掲げて

いるＧＤＰの成長率の目標値を参考にして策

定させていただいております。 

 もう一つのポイントは、アクションプラン

ごとに今後５年間のロードマップを作成いた

しております。お手元の方に本文をお配りい

たしておりますので、アクションプランごと

にロードマップをつけておりますので、後ほ

どごらんいただけたらと存じます。 

 それでは、アクションプランの内容を少し

かいつまんで御説明をさせていただきます。

報告資料の17ページをお願いしたいと思いま

す。 

 このアクションプランの内容につきまして

は、12月に議決いただきましたビジョンと内

容が相当重複するものがございますので、簡

潔に御説明をさせていただきます。 

 まず、アクションの１といたしまして、本

県の産業構造の高次化に向けたアクションと

いうことで、マクロの面からのアクションで

ございます。 

 新産業の創出や企業誘致等を進めるととも

に、地域間格差の是正のために、商工団体等

と連携した農工商連携の推進あるいは地域産

業を活用した新商品、販路拡大、開拓等の支

援に取り組むことといたしております。 

 なお、11月議会の当委員会におきまして、

ビジョン案を御審議いただいた際に、地域間

格差の是正や農工商連携の強化について御意

見を賜っておりました。この点につきまして

は、お手元の資料のこのアクション２の(5)

あたりに書いておりますが、商工会や商工会

議所等との連携の強化や先議で議決いただき

ました産業技術センターでの食品関係の施策

支援機能の充実による農工商連携、それか

ら、先ほど議決いただきました地場企業に対

する新・増設に対する補助などを活用しなが

ら、農工商連携や地域間格差の是正の一助に

なればというふうなことを記載させていただ

いております。 

 次に、アクション２につきましては、地域

企業の高付加価値化に向けたアクションとい

うことで、リーディング企業の数多くの創出

を図るために、産業支援機関等と連携をした

集中的かつ継続的な支援を行うことといたし

ております。 

 続きまして、アクションの３につきまして

は、連携・融合化に向けたアクションという

ことで、企業や支援機関の連携・融合化の一

層の促進を図るため、産業技術センターにお

ける試作あるいは新商品開発の支援体制の整

備や、くまもとテクノ産業財団におけるマー

ケティングあるいは事業革新等の支援機能の

強化など、産業支援機関の機能強化を図るこ

とといたしております。 

 アクション４の県域外からの収入獲得に向

けたアクションにつきましては、地域企業の

国際展開に対する支援として、くまもと上海

事務所の設置や香港、シンガポールに配置す

るアドバイザーによる情報提供あるいは相談

等を取り組むことを記載いたしております。 

 それから、アクションの５から９につきま

しては、重点成長５分野におけるフォレスト

の形成について記載をいたしております。そ

れぞれ人材の育成、地域企業の高度化、新産

業の創出、企業誘致の観点から、施策の重点

化を図りながら取り組むことといたしており

ます。個別の説明は省略させていただきたい

と存じます。 

 以上、簡単ではございますけれども、産業
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振興アクションプラン2011の報告を終了させ

ていただきます。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

 

○池田和貴委員長 次に、報告３について、

企業局から説明をお願いします。 

 

○黒田企業局次長 荒瀬ダムに関する取り組

み状況について御報告します。資料の19ペー

ジをお願いします。 

 まず、荒瀬ダム撤去計画についてでござい

ます。 

 昨年12月に撤去計画の案を作成し、本年１

月20日に地元説明会を開催しました。このほ

か、漁協や土地改良区へも説明を行っており

ます。 

 今後は、引き続き撤去工法の詳細検討等を

行いながら、河川管理者との調整、協議等を

進め、本年秋ごろを目途に国への除却許可申

請を行いたいと考えております。また、モニ

タリング調査結果の評価、検証を行うフォロ

ーアップ専門委員会――仮称でございますけ

れども、を設置予定でございます。 

 次に、ダム撤去資金の確保についてでござ

います。 

 国の財政支援につきましては、本年度か

ら、河川事業での社会資本整備総合交付金の

活用が認められました。来年度は、道路かさ

上げ事業などについて、事業費ベースで３億

3,400万円を要望しております。 

 また、撤去費用の縮減を図るため、民間法

人を対象に技術提案を募集しましたところ、

県内外から25件の提案をいただいておりま

す。提案は、主に施工方法や工事に使用する

材料に関するものでございます。表に提案の

内訳を記載しております。 

 このほか、土木部からの技術的助言を得な

がら、庁内でコスト縮減策の検討を進めてお

ります。 

 次のページをお願いします。 

 今後の取り組みについてでございますが、

交付金の別枠確保とともに、ダム本体の撤去

費に対する支援につきまして、引き続き国に

要望を行ってまいります。また、民間からの

技術提案や庁内における検討内容につきまし

て、国と県との検討会議でコスト縮減策を取

りまとめる予定でございます。 

 企業局におきましても、さらなる経営努力

を行い、平成23年度中には資金計画を作成し

たいと考えております。 

 次に、ダム撤去に伴います地域課題につい

てでございます。 

 現在、第２回地域対策協議会の結果に基づ

きまして、消防水利、発電所関連施設、水産

関係につきまして、部会での検討や八代市と

の協議等を実施しております。 

 各部会での検討状況や個別課題に対応した

事業の予算措置状況などについて、４月以降

に開催予定の第３回地域対策協議会で報告す

る予定でございます。 

 最後に、荒瀬ダム撤去に伴うスケジュール

でございます。 

 ダム撤去計画につきまして、河川管理者と

の協議などの手続を進め、国への除却許可申

請を経て、平成24年度にダム本体撤去に着手

します。また、環境モニタリングに関する取

り組みを進めながら、砂れき、泥土の除却工

事も行います。あわせて、道路かさ上げ工事

等にも着手したいと考えております。 

 地域対策協議会につきましては、平成23年

度中に、24年度以降の協議会のあり方につき

まして八代市等と協議を行う予定でございま

す。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 次に、報告４について、

労働委員会事務局から説明をお願いいたしま

す。 

 

○吉富審査調整課長 労働委員会事務局から
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労使紛争解決制度について御報告いたしま

す。 

 労働委員会では、不当労働行為の審査や労

使紛争の調整業務を行っております。その中

で、あっせんの平成22年の申請状況を報告い

たします。資料の中ほどをごらんいただきた

いと思います。 

 平成22年１年間で、あっせんの申請が26件

ございました。平成21年と比較しますと、15

件の減少でございます。 

 申請されました26件のうち、24件は12月末

までに終結し、２件を平成23年に繰り越しま

した。終結24件の内訳は、解決11件、打ち切

り13件です。また、繰り越し２件は、１件は

取り下げ、他の１件は現在処理中でございま

す。 

 申請の内容としましては、労働条件、解雇

問題、団体交渉に関する紛争が全体の５割を

占めております。内容等につきましては、次

のページをごらんいただきたいと思います。 

 なお、21ページの不当労働行為の審査につ

きまして、平成20年から繰り越し１件がござ

いましたが、民事裁判の和解の成立に伴って

取り下げられました。また、22年に新規の申

し立てが２件ございまして、いずれも平成23

年に繰り越しました。そのうち１件は、一部

救済命令を当事者にいたしまして終結しまし

て、他の１件は、当事者双方に対する調査の

手続を進めております。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上で報告の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。 

 

○西聖一委員 前回、先議のときにちょっ

と、宿題じゃないですけど、部長にお願いし

たかったんですけど、この基金対策事業で、

ことしは100億使って5,000人の雇用対策で、

これまでも20年から22年で34億、それぞれ使

っておりますが、ことしいっぱいで大体終わ

るのかなと思いますけれども、これが終わっ

た後、雇用された方がまたもとに戻ってしま

うのか、それともどれくらい残るのか、経済

にどれくらい寄与したのかというのを、所見

で構わないので、見通しなりをお話しいただ

ければと思います。 

 

○中川商工観光労働部長 まず、この基金の

事業が、所定の効果を上げたのかどうかとい

う点から申し上げますと、結論から言うと効

果は上がっていると思います。もともとこの

基金の目的は、失業者を一時的とはいえ雇用

する、まあ雇用するというのは生活を守ると

いう点でございまして、先生御指摘のよう

に、ことしは100億円で――これは県庁全

体、市町村も含めて、100億円で5,000人です

けれども、23年度がラストになります。何と

この間、210億円国から交付金をいただい

て、最終的には１万7,000人、これは延べも

一部入りますけれども、雇用を維持できたと

いうことについては一つの目的を達した。 

 それから、先ほど西岡先生ともちょっとお

話をしましたが、この基金を使って単に失業

者を雇用するというんじゃなくて、私ども商

工観光労働部だけじゃなくて、福祉分野、農

政、いろんなところでマンパワーとして県の

政策の支援をいただきました。そういう意味

で政策推進効果もあったということでござい

ます。 

 これが、御承知のように、23年に終わって

しまいますが、常用雇用にどの程度結びつい

たかということですけれども、これは基金が

２つございまして、１つは、原則半年で、延

ばしても１年、いわゆる全くのつなぎ、それ

からもう一つのふるさと雇用というのが、で

きれば常用雇用までつなげてほしいというこ

とで、１年、最長３年でやりましたが、その

ふるさと雇用については４割、実数で400人

程度が常用雇用につながる見込みだというこ
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とで、まあ４割というのがちょっと高いかど

うか異論はありますけれども、一部常用雇用

へのつなぎもできたと。 

 ただし、根本的には景気が回復するあるい

は事業が拡大しないと、常用雇用も含めてつ

ながりませんので、いわゆる片っ方で経済対

策、私どもは、ことしもリーディング企業の

育成とか企業誘致とか、大変な御予算をいた

だいておりますけれども、要は一人でも早く

この緊急雇用が終わっても常用につながるよ

うに、県内景気の雇用対策を並行してやって

きております。 

 23年でこの基金が切れます。何とか24年に

は新規雇用の数、学生さんも含めて、回復す

ることを願って、一生懸命産業政策をやらせ

ていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

○西聖一委員 もう辛らつな言い方をする

と、１人当たり200万円ずつお金をやると200

億円かなと思いますけれども、つなぎという

ことですからしようがないんですけれども、

本当に大変だと思いますけれども、やっぱり

ふるさとに若者が残れるように、企業の育

成、今回振興計画もありますけれども、地場

企業を育成していくリーディング育成、こう

いうところにしっかりやっぱり県政として力

を入れてもらえればありがたいなと思ってい

ますので、よろしくお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 企業局にお尋ねしますけれ

ども、１件は確認で、１件は質問なんですけ

れども、社会資本整備総合交付金が３億3,00

0万円余来ましたよね。ということは、県の

あとの財政的な不足の金額は、30億円引くの

３億3,000万円でいいのかというのと、あと

は地域対策協議会についての質問なんですけ

れども、これが協議会と別に部会があるんで

すけれども、この部会で議論があっとるんで

しょうけれども、我々には全く中身が入って

きません。公表もされておられませんし、議

事録もとられておりません。その理由と、今

後どういうふうにしていきたいのかというの

をちょっとお尋ねしたいんですけれども。 

 

○黒田企業局次長 最初の社会資本整備総合

交付金の話でございます。 

 今年度、4,600万円の事業をやりまして、

その分の交付金がちょうど半分ぐらい来てお

ります。それから、23年度に予定しておりま

すこの３億3,400万円というのは事業費ベー

スでございまして、これの交付金は約２億円

ぐらいを想定しております。ですから、数字

でいきますと、この部分が満額お願いできる

と期待しておりますけれども、その部分で２

億2,000万円ぐらいが23年度までにお願いで

きるんじゃないかなということで期待してい

るところでございます。 

 そのほかに、道路事業、それから路側の構

造物の補強事業とか、こういうのをあと後年

度で予定しておりまして、その分につきまし

ては、全体事業費で、22、23も入れまして、

約26億円ほどを予定しているところでござい

ます。 

 その部分につきまして、交付金の方をもら

えるということで見込みますと、約13億円程

度は充足できるんじゃないかなとは思ってお

ります。この部分につきましては、引き続き

満額を確保できるようにお願いしていこうと

いうふうに考えております。 

 それから、地域対策協議会の部会の方の話

でございます。 

 部会は、地域対策協議会の１回目の会議で

５つの部会を設置しております。ここに書い

ております消防水利、それから発電所の関連

施設、水産関係、それと地域交通関係の部会

と、それから井戸がれ対策の部会でございま

す。 
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 公表されていないということでございます

けれども、一応今回の地域対策協議会の中で

部会を設置して、部会でいろいろ検討してい

こうということにしているわけですけれど

も、そこの主な理由は、それぞれ地域に密着

しておりまして、地域性が非常に高いという

ことでございます。 

 例えば、井戸がれの話だと、２地域でござ

いますので、ほかの地域での話よりも、地元

と直接いろんな意見をお伺いしながら解決の

道を探るというようなことで、なるだけ深

い、地元に密着したところで議論をしようと

いうことで部会を設置させてもらっておりま

す。 

 それから、議論の中身をどうして公表しな

いのかという話でございますけれども、全体

的には地域対策協議会で部会での協議状況に

ついては御報告をするようにしております。

坂本町の有線放送等もありまして、協議会に

つきましては、そこでの放送とかも今しても

らっている状況でございます。 

 部会の中身で、公表しないのかという話で

ございますけれども、非常に地域的な話です

し、それから、どの方がどう言ったというよ

うな要素もあって、自由な発言がしづらいん

じゃないかなというような考えで、一応部会

については自由な議論をさせていただいて、

そして中身については対策協議会の本会で御

報告をしてということで、今取り組んでいる

ところでございます。 

 

○髙野洋介委員 最初の資金の件なんですけ

れども、ということは、今後の不足分が想定

されるのは、満額もらった段階で13億円を当

てにされているわけですから、17億円が不足

するという認識でいいんでしょうか。まず確

認させてください。 

 

○黒田企業局次長 一応、私たちの今の認識

では、そういうことで見込んでいるところで

はございますが、御存じのとおり、この社会

資本整備総合交付金が一括交付金に、まあど

の部分をどれくらいというような議論があっ

ているものですから、まだはっきりこれだけ

は対応できるんだというようなところまでは

いっておりません。ただ、私たちとしては、

事業をずっと継続してやっていくものですか

ら、その交付金については見込んでいるとい

う状況でございます。 

 

○髙野洋介委員 満額もらえるならいいんで

しょうけれども、まあ満額もらえたときには

きちんとまた皆さん方にも報告なり何なりあ

るんでしょうから、定期的に今後不足分の数

字は出していかないと私はいけないと思いま

すし、これは多分あんまり皆さん知らないこ

とですから、そこはきちんと皆さん方にも報

告をお願いしたいというふうに思います。 

 先ほど言いました地域対策協議会なんです

けれども、次長の説明と私たちが最初に言っ

た趣旨というのが若干ずれていると思うの

が、地域対策協議会で何でも物事を決めてい

こうという会なんですけれども、その中で深

く考えていくのが部会だったと思うんですけ

れども、今の説明を聞くと、部会で揉んだも

のを協議会に報告をするというような形にな

っていますから、最初の設立の趣旨とはちょ

っとずれてきているんですよ。先ほど次長が

言いなはった、そういう専門的なことで、だ

れがどう言いなはったというのをオープンに

したらまずいという面もわかるんですけれど

も、私が聞いた限り、部会の中の話があんま

り協議会の方に出てないと、企業局はいいと

ころだけとりよりゃせんかいというようなと

ころも非常に目につくところがありますの

で、そこはきちんと考えていかないと、自分

が言ったことが協議会に上がっとらぬて、あ

の人が言いなはったことが上がっとるという

ような妙なぐあいになっとるところもござい

ますので、そこはきちんと部会であったこと
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は――名前は伏せても構いません、だれが言

ったとかわからなくて構いませんので、きち

んとした議論を協議会に上げてください。そ

うしないと私は前に進まないと思いますし、

恐らく４月以降に予定されています協議会は

メンバーは変わると思います。もちろん、企

業局側のメンバーも変わりますし、顧問団の

メンバーも変わるところもありますので、ま

た部会のメンバーも変わるところもあると思

いますので、そこはまた慎重に人選をしなが

ら、恐らく４月以降にはきちんとした形でな

ると思いますけれども、ここが私は地域にと

って一番大事なところだと思いますので、そ

こは本腰を入れてもう一回八代市なり委員な

りと相談してやってください。 

 以上です。 

 

○黒田企業局次長 先生おっしゃられた部会

の状況について、位置づけとしましては、部

会の細かい報告をした後委員会の本協議会で

御意見を伺うということで、部会での決定が

そのままこの協議会での決定というふうには

考えておりませんが、先生おっしゃったよう

に、そういった要素があるとすれば、私たち

の方も、運営等についてあるいは報告の仕方

等についてちょっと検討していきたいと思い

ます。 

 あと、いろんな地域対策協議会についての

御意見もございますので、広く御意見を伺い

ながら、運用について取り組んでいきたいと

思っております。 

 

○池田和貴委員長 高野委員、いいですか。 

 

○高野洋介委員 もう、いいです。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 産業振興アクションプラン

のことについてですけれども、農商工連携の

ことについて推進していただくというのはあ

りがたいんですが、今水産業で一番困ってい

るのは、要するに流通に乗らない魚が全く値

がつかない。昔は、魚屋さんが街角にそれぞ

れあったんですが、今スーパーだものですか

ら、スーパーは、ある程度の量が確保でき

て、定期的にとれるやつじゃないと契約しな

いんです。売れないんですね。養殖ものだ

と、毎日定量なやつを出荷できるし、サイズ

もできる、そういう形があるんですけれど

も、一番漁業関係で困っているのは、一般漁

師が釣る天然の魚ですよ。これが全く流通に

乗っていかないようになっている。 

 これは、要するに魚屋さんがいなくなった

ものですから、そういうことでやっぱり1.5

次なり２次にしていかないと、浜でしていか

ないと流通に乗っていかない。そういうとき

に、やっぱり技術、例えばフィレする機械と

かですね。この前、ちょっと私は本渡の方で

見たんですけれども、キビナというこんな小

さな魚があるんですけれども、それをてんぷ

ら用の衣をつけて冷凍しとくんですね、もう

揚げるだけに。そうしたら完全に流通に乗っ

ていくんですけれども、そういうやっぱり形

をつくっていかないと、多分また２～３年後

にはイワシも大漁期に入ってくるだろうと予

想されますけれども、そういうふうに何か付

加価値をつけるための戦略をぜひ――消費者

と地元の漁師の人たちの流れの中で話を聞い

てやってほしいと思いますし、漁協も含めて

ですね。そうせぬと、もう油は高くなるわ、

魚価は下がるわで漁業者が泣いていますの

で、その辺の1.5次化に――これは上がると

もう水産じゃなくて商業、商工になるわけで

すよね。その辺がありますので、連携をとり

ながらもぜひその辺の政策を進めていただき

たいと、これはもう要望で結構ですから。 

 

○池田和貴委員長 もう１点、ちょっと例を

挙げると、マンビキという魚がありますよ
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ね、先生。あのマンビキは、活魚で売ってい

たときはキロ100円ぐらいだったらしいんで

すよ。ところが、これを地元でフライにでき

るようにただカットするだけなんですね。そ

うすると、取引先がふえて、マンビキの取引

価格というのもキロ300円とか400円とかいう

ふうに上がってきているんですよね。 

 だから、やっぱり今西岡委員がおっしゃら

れたような、1.5次化とかいう形でできるよ

うな形になると、そうやって生かされてくる

部分もありますので、その辺は、本当に上が

った後のやつはもう商工にかなり近くなって

まいりますので、農林水産の方と連携をとり

ながらやっていただきたいと、これはお願い

でございます。 

 

○高口産業支援課長 今、農工商連携の件で

ございますが、先議の方で御議決いただいた

農産加工品の試作の施設を、今年度から来年

度にかけてつくらせていただきます。 

 これは、そういった割と少量のものですと

か、なかなか活用できないものについて、地

域の農産加工グループとか、中小のそういう

加工品の業者の方々が、いきなりその機械を

買って物をつくるんではなくて、まず産業技

術センターの機械を使って加工品を試験的に

つくって、例えば道の駅ですとか、そういっ

たところで試験的に配布したり、基準が整え

ば一部売ることも可能になるような設備を今

回つくらせていただくことにしております。 

 産業技術センターの食品加工部は、私ども

商工におりました技術屋さんとそれから農政

部から来ていただいております技術屋さんが

一緒になって今そこの支援をしておりますの

で、今の所長も非常にそこら辺御熱心でござ

いますので、マーケティングのところからき

ちんとした支援ができるように、これからも

一生懸命頑張っていきたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

 

○西岡勝成委員 よろしくお願いします。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 最後に、その他でござい

ますが、委員の先生方から何かございません

でしょうか。 

 

○馬場成志委員 ＴＰＰのこともこの間お尋

ねしておりましたが、企業にとってプラスの

部分は何かありますかね。 

 

○池田和貴委員長 前回の宿題ですよね。 

 

○田中商工政策課長 企業にとってといいま

すか、ＴＰＰ自体につきましては、関税の全

面撤廃というのが１つあります。それと、あ

といろんな面の非関税障壁の撤廃といいます

か、貿易の自由化に向けたいろんな議論がさ

れているという中で、企業さんにとって、い

わゆる輸出関連の企業さん等につきまして

は、結構関税というのは、今グローバル化の

中で特に韓国なんかが力をつけてきていまし

て、そんな中で海外生産比率が一貫して上昇

しているとか、あと、韓国の台頭が著しい中

で、国際競争力を高めるという観点では、関

税が減るという観点では望ましいのかなとい

うところはありますけれども、あと、一方

で、地元の企業さんとかにいろいろとＴＰＰ

の関係を聞いたりもいたしますと、ちょっと

はっきり言って、関税の分がどの程度影響を

受けるのか。 

 ただ、企業さんにとっては、関税というよ

りも、今の為替の方が問題だという意見なん

かをされる方もいらっしゃいます。それとあ

と、それ以外の非関税障壁のところがどのよ

うな感じになっていくんだろうかと。人の自

由化とか、いろんな面を含めて、どんな形に

なっていくんだろうかというところがよくわ
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からないというところなんかの御懸念はある

というところでございまして、不都合がある

のかと言われるのにつきましては、ちょっと

明快なお答えはできないですが、そのような

状況でございます。 

 

○馬場成志委員 前回は不都合があるのかと

いうことを聞いておりましたが、今はメリッ

トがあるのかと私は聞いたと思います。で

も、その中で、メリットがあるとは私は聞こ

えませんでしたな。ただし、最初に、非課税

ということのメリットがあると、なぜそこで

それを言うかな。結果的に、何もわからぬと

いうことが結論じゃないですか。 

 私は、これまでも、一方的な報道の中で、

すべてがよくなるような、結局アメリカ、相

手先がよくなるわけでしょうが。日本にとっ

ても、日本の企業にとっても、その部分的な

ところだけ見ればいいことがあるかもしれま

せんが、１ようなって10悪うなるなら、９悪

うなっとっとですたい。そして、悪くなって

も生き残れればいいですけど、ちょっと下が

っただけでも生き残れぬところはたくさんあ

るわけですよ。それよりも為替の方が問題だ

て、それならＴＰＰなんか何の意味があっと

ですか。だから、そういう適当な話はもう大

概でやめんとだめだ。 

 私は、農業だけじゃなくて企業も全部悪く

なる、国家の形もなくなってしまうというよ

うなことを言っていましたけれども、だんだ

んだんだん報道もその中身に入ってきて、中

身に入ってきたら、やっぱり企業もよくない

じゃないかという議論になってきとる。だか

ら、企業にとってメリットが本当にあるのか

ということを今聞いたんです。それがないな

らば、もうこれは――私たちはもともとスタ

ンスは決まっていますから、それは私たちの

スタンスじゃなくて、県民の皆さん方、国民

の皆さん方に伝えていかんと禍根を残すか

ら、やっぱりメッセージをきちんと発信する

ためにその辺をよく知りたいと。 

 政府も、もちろんメリットの部分というの

は、多分そうなるだろうぐらいの話で、足し

算と引き算がその中に入ってはいない。観念

的なものというか、いい部分だけ、光の部分

だけ見せとる。こんな中で、６月に決めると

かなんとか言いよる中で、のほほんとしとる

段階じゃないですよ。これは、本当は大体こ

の経済委員会で話すようなことじゃなかった

かもしれません。でも、そんな農林とかほか

の分野じゃなくて、ここでも話さないかぬこ

とだろうと思いますよ。要は、ここにからわ

せられとっとですよ。いいですか、経済のた

めにほかを犠牲にするというような話になっ

とっとですよ。これであなたたちもよくなら

んだったら、経済もよくならんだったら、何

のために経済のためによそは泣くとですか。

何かコメントはありますか。 

 

○中川商工観光労働部長 私どもも、随分関

係者からお話を聞きましたら、結果的にはや

っぱり、例えば製造業でも、輸出している企

業あるいはライバルがどこの国の方か等々で

随分反応が違いました。 

 今、経産省が端的に言っているのは、韓国

との比較のことで一生懸命おっしゃっていま

すね。だから、韓国をコンペチターにされて

いる県内の誘致企業さんは、当然利益がある

と思っておられます。そうしたら、その利益

も、関税が２％から５％仮に低くなっても、

いやそれより為替の方が変動したらチャラだ

からわからぬという人もおられるし、だか

ら、その御商売の売っている物、どこに売っ

ているか、どこでつくっているかによって随

分反応が違ったということで、我々がそれを

まとめ切れないというんですか、そういうと

ころでございます。 

 

○馬場成志委員 まあ、結果、何ていうんで

すか、政府がやりたいだけということ、政府
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がやりたいというか、政府がやりたいという

のは、国民のためにやりたいんじゃなくて、

普天間の問題から何かもう国際問題の中で何

かつじつま合わせというようなことを――も

うちょっと皆さん方から、そこは発信できな

くても、何か経済だけ夢見れるような感覚は

打ち消しとかんと、これはとんでもなかこと

になると思うですよ。為替ぐらいで――為替

はいつ変動、どれだけ変動するかわからぬで

すよ。それで打ち消されるぐらいの話なら何

の意味があるですか。ＴＰＰによってよくな

るんじゃなくて、為替が変わればよくなる、

悪くなるという話の中でしょう。 

 国際化というのは、できるだけぎりぎりま

で頑張って、踏ん張って、そして少しずつ開

放していく、そうでなければ、今の林業の話

でも――この間もしたかもしれぬからもうや

めますけれども、その辺は経済界にとってい

いことなんだというようなアナウンスは、そ

れは少なくても皆さん方からでも打ち消すべ

きだというふうに思いますので、皆さん方に

お話ししときます。お願いしときます。 

 それと、もう１件、いいですか。 

 本会議の質問の中でも、交通の電車やバス

や、そういったプリペイドカードですか、そ

ういったものと、例えば商店との連携とか、

ああいうようなカードの話が出ておりました

よね。このことで、熊本もこれからいろんな

検討が進んでいくんだろうというふうに思い

ますが、交通の分野だけで考えるのと、地域

経済の分野で考えていくことの違いがあると

いうふうに聞きました。 

 それで、全国共通のタイプと、それと地域

型のタイプと大きくは２種類あるというふう

に私は聞いていますけれども、そのメリッ

ト、デメリット、どういうふうにとられてお

られるか、ちょっとお聞きしたいんですけれ

ども。 

 

○田中政策審議監 今御質問のありましたＩ

Ｃカードの件に関しまして、全国共通のも

の、それから地域独自のもの、２タイプある

というお話がございました。 

 やはり今回新幹線も開業するということも

ありますし、地域経済の活性化のためには、

交流人口の増大を図っていくという、それに

資するツールが重要であるという点がまず第

１点として上げられるかと思います。他方

で、まさに地域によりお金が落ちる、さらに

言えば地域の方々に役に立つ、そういった要

素も大事だと思います。要するに、両方大事

なんじゃないかと思います。 

 といったときに、そのカードに関しまして

も、全国との共通であり、かつ地域独自の使

い方、サービスができるような、そういった

仕組みも技術的には可能であるものが出つつ

あるあるいはそういったものが近々出てくる

ような話も聞いてきております。 

 したがいまして、そういった世の中の状況

をよく見ながら、我々商工観光労働部サイド

としても、交通対策、県庁で言えば交通対策

総室とこれまでも話ししておりますけれど

も、引き続き一緒に考えて、どういうのが一

番いいか、今言ったような問題意識を踏まえ

た上で考えていきたいなというふうに考えて

おります。 

 

○中川商工観光労働部長 誤解のないように

申し上げますと、この交通カードの検討は企

画振興部でやっておりますが、なぜかという

と、いわゆる交通事業者がバス、電車に乗れ

るための開発をされております。ところが、

全国的に見ると、この交通カードが、いわゆ

る買い物、電子マネーの効果があったり、ポ

イントがたまったり、いろんな副次的サービ

スがあるんですね。 

 それで、私ども商工観光労働部としては、

単なる交通カードではなくて、電子マネーに

なった場合の影響は商店街とかいろんなとこ

ろに出てくるわけですね、プラス、マイナ
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ス。そのときに、共通だったらどうだ、地域

だったらどうだ、そこで大変関心を持ってお

ります。 

 この件は、特に熊本市さんが、交通事業者

でもありあるいは県と同じで補助主体でもあ

りますので、基本的には今バス会社と熊本市

さんが十分検討されておられまして、今度

は、交通は、それに対してはプラス県として

の補助をするかしないかをやっておられま

す。それを我々は見ながら、これが商業圏に

入ってきたときに、商業者のためになるカー

ドになるような立場で、機会があれば御意見

も申し上げていきたいと思います。 

 

○馬場成志委員 済みません、私が、その電

子マネーというキーワードが出てこぬだった

けんがそういう答えになったと思います。そ

の視点でもう一回質問します。要は、商店、

経済、そういったものの立場からもう一回答

えてください。 

 要は、交通だけで決めてしまうと、今交流

人口とかいう話がありましたけれども、北海

道の人もどこの人も、例えば中国の銀聯カー

ドがどうだというような話もありますけれど

も、そういったカードが使えるところがいい

という話になりますよね、入ってきやすい。

ところが、今カードを１枚しか持たぬ人はあ

んまりおらぬわけですな。そういった中で、

例えばここはカードを使えるのか使えないの

かというようなときに、使えない店って結構

ありますよな。 

 そこで、私たちが聞いとるのは、そのＩＣ

カードと地域カードということで、言葉でそ

の２つに分けらるっとですかな。導入費用に

随分差があるという話も聞いておるんです

な。だから、加盟店が少なければ、そのカー

ドは使えないんですな。幾らそのカードが使

いやすいカードだったとしても、結局使えな

い。自動販売機があるところでカードを持っ

とったっちゃ何もならぬとと同じことです

な。そういう観点も含めて。 

 それと、交流人口、逆に今度は福岡に吸収

されてしまうかもしれぬ、吸い込まれてしま

うかもしれぬという中で、地域の囲い込みと

いう観点も含めて、そんなもろもろを含めて

もう一回。 

 

○中川商工観光労働部長 非常に私どもも、

熊本市さんの議論を拝見して、資料もいただ

いていますけれども、地域カードの１つのメ

リットはコストがかからないというところが

あったんですよね。初期投資が少ないという

ところもあって入られましたが、利用者の立

場からすると、やっぱりどこでも使える、福

岡でも東京でも熊本でもという御要望がござ

います。 

 最近は、共通カードでも価格が少しずつ安

くなっている傾向にもありまして、要は、費

用対効果の面で多分熊本市さんこれから決定

されると思います。ほかの県でも、交通は入

ったんだけれども、商業系がなかなか広がら

ない。その理由は、端末が高かったりとか、

手数料を取られるとか、いろいろあるようで

すね。 

 我々、まだ結論出すまでは至りませんし、

何とも、どちらがどうというのは一長一短あ

って、まさにこれから熊本市さんが――導入

時期はもう決められましたので、25年の導入

をお決めになったので、あと２年間御検討い

ただけるんだと思うし、それが交通サイドに

協議があると思っております。 

 

○馬場成志委員 何となく、多分議事録で活

字からは見えないでしょうけれども、表情か

らはどっちがいいかは感じとれますが、要

は、熊本で加盟店がふえて、そして使いやす

いということ、経済分野としてはしっかり考

えていかなきゃいかぬのだろうというふうに

思います。 

 まだ検討期間が少しあるということですの
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で、それについてはしっかりと――結局、新

幹線とかなんとかで、同じ共通のカードがす

べてには使えないというような話も聞きまし

た。それは私もまだ勉強ができていませんの

で、これからしっかり勉強させてもらいたい

と思いますが、その辺は経済をつかさどるポ

ジションとしてしっかりと物を言っていただ

きたいと。交通だけ使いやすくても、それだ

けがすべてじゃないと、きちっと熊本がよく

なるようにという視点を持って提言していた

だきますようにお願いしときます。 

 

○中川商工観光労働部長 商工会議所も主体

的に勉強に入っておりますので、そこは商工

会議所と連携をとりながら対応していきたい

と思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 さっきのＴＰＰの話ですけ

れども、韓国がいい、韓国がいいというよう

な、勢いがあるとか言うけれども、中身的に

は、それは派遣労働者も割合が非常に多い

し、そして物価高だし、独占企業はあるし、

社会全体から見ると決して私はいいとは思わ

ないんですよね。その見方が経済界でも全然

違うということを我々は認識してないと、た

だグローバル化すればすべてが幸せになるよ

うな感覚でやっとったら、大きな損失を食っ

てしまうということです。我々は、そういう

認識をやっぱり持っとかないかぬと。 

 

○池田和貴委員長 ほかに何かございません

か。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、私の方から意

見書の方を２つ提案させていただきたいと思

います。 

 １つは、企業局の工業用水道事業に関する

意見書でございます。もう一つが、荒瀬ダム

撤去費に関する意見書でございます。今から

お配りをさせていただきます。 

  (事務局意見書(案)配付) 

○池田和貴委員長 まず、工業用水道事業の

経営健全化のための財政支援を求める意見書

についてですが、現在、工業用水道事業、特

に有明工業用水道事業は、竜門ダム関連経費

の負担が非常に大きく、厳しい事業運営が余

儀なくされておるのは、先ほどの予算書の説

明からでも明らかでございます。県の企業努

力だけではなかなか解決が難しい状況にある

のも事実でございます。 

 しかしながら、産業に不可欠な工業用水を

適正な価格で安定的に供給するために、現実

の給水コストと給水料金との差額に対する財

政支援制度の創設を求めるとともに、改築工

事に係る国庫補助採択要件緩和と国の負担割

合の引き上げを求めるもので、財政支援制度

については、執行部からも国への要望として

上げていただいているものでございます。 

 また、荒瀬ダム撤去に対する国の支援を求

める意見書は、県の財政状況が厳しく、ダム

本体撤去費の確保が不透明な中で、菅首相が

国の支援の可能性について言及されたこと、

これは先般の国会での発言でございますが、

それと、さきの前川議員の代表質問の中で、

知事からも議会に対して協力要請があったこ

とを踏まえまして、国の積極的な財政支援を

求めるもので、以上の２件の意見書の提出を

提案したいと思います。 

 それでは、書記の方で文案を読み上げてく

ださい。 

 

○堀田議事課課長補佐 

 まず、工業用水道事業の経営健全化のため

の財政支援を求める意見書（案）でございま

す。 

  本県工業用水道事業の運営においては、 
 経営健全化に向け、これまで経費削減はも 
 とより国の基準料金限度額までの料金改定、 
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 さらには、未利用水の一部を上水道へ転用 
 するなど、さまざまな取り組みを行ってき 
 たところである。 
 しかしながら、本県が運営する有明工業 
用水道事業において、水源確保のために参 
加した国営の竜門ダム建設の長期化等によ 
り、ダム関連経費が大幅に増加し、工業用 
水道事業の全体事業費の約 50％に達する 
など、給水コストを著しく引き上げており、 
本県の経営努力だけでは解決することが難 
しく、厳しい事業運営を余儀なくされてい 
る。 

  このような中、本県の有明及び八代工業 
 用水道事業は、昭和 50年代の事業開始以 
 来、既に 30 年以上が経過し、施設の老朽 
 化が目立ってきている。しかし、現在の改 
 築事業の国庫補助採択基準は、計画期間

10 年以内で、計画額 20 億円以上と、小規

模な改築事業が対象外となっているばかり

でなく、改築補助率も建設補助率 35％の

3/4 と低く設定されている。このため、本

県のように経営余力のない事業体にとって

は、地方の負担も大きく設備更新が進まず、

将来の工業用水道事業運営に支障が出るこ

とが懸念されている。 
  工業用水道事業の国庫補助は、平成 23

年度以降、新たな交付金制度に移行するこ

とが決定されているが、現行の国庫補助採

択基準が変更されず適用されることから、

依然として小規模な改築事業は対象となら

ないという制度上の問題が残ることとなる。 
 よって、国におかれては、地域の産業の

振興に不可欠な工業用水の安価で安定的な

供給を維持するために、新たな支援制度の

創設や施設整備に関する支援を拡充される

よう下記事項を強く要望する。 
 １ 給水コストが著しく高額となった

事業への産業政策上の支援について、給水

料金を適正な価格に抑え、かつ、工業用水

道事業経営の安定化を図るため、現実の給

水コストと給水料金との差額に対する財政

支援制度を創設すること。 
 ２ 改築事業に係る国庫補助制度の新た

な交付金制度への移行に当たっては、対象

要件の一層の緩和及び負担割合の引き上げ

などの制度の見直しを行うこと。 
 以上、地方自治法第 99 条の規定により

意見書を提出する。 
 次に、荒瀬ダム撤去に対する国の支援を求

める意見書（案）でございます。 
 菅総理大臣は、平成 20 年７月に民主党

代表代行として熊本に来られた際に、「県

営であっても、自然を回復する事業なら、

国として費用の一部を負担することも検討

されるべき」と発言されている。さらには、

昨年７月の参議院議員選挙の際には、総理

大臣として来熊され「県営ダムだが、国と

してもできるだけ協力したい」とも発言さ

れている。また、県内の民主党関係議員か

らも、「ダム撤去に向けて、財政面をはじ

めさまざまな支援を惜しまない」との発言

も相次いで行われた。知事の荒瀬ダム撤去

の方針決定に当たっては、このような経緯

の中で、県民の間に、政権与党の民主党に

対して「国が財政支援をし、荒瀬ダムを撤

去できる」という期待感が高まったことが

大きな要因となっている。政権交代すれば

国が財政支援し、撤去費用を確保できると

いう期待である。 
 一方、荒瀬ダム撤去には、ダム本体等許

可工作物の撤去をはじめ、道路の安全確保

やダム周辺地域の浸水対策など巨額の費用

が見込まれる。設置者である県だけでは到

底対応できず、国による支援が必要不可欠

な状況にある。平成 22 年度に、河川事業

で社会資本整備総合交付金の活用が認めら

れ、さらに、道路嵩上げや護岸の補強等に

ついても交付金の対象となることが確認さ

れたものの、知事の必死の働きかけにもか

かわらず、ダム本体撤去については支援の
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目途が立っていない状況にある。 
 菅総理大臣は、先般、国会の場で、「自

然回復の観点も含め、国による支援の可能

性について検討を指示したい」と再度発言

されているが、今までの自身の発言を踏ま

え、約束を守る姿勢を大事にして、地元の

期待にこたえ、ぜひともダム撤去が円滑に

進むように対応していただく必要がある。 
 よって、国におかれては、荒瀬ダム撤去

を全国のダム撤去のモデルとして位置づけ

られ、社会資本整備総合交付金の別枠確保

や新たな補助制度の創設等による財政支援

を積極的に行われるよう強く要望する。 
 以上、地方自治法第 99 条の規定により

意見書を提出する。 
以上です。 
 

○池田和貴委員長 この意見書につきまし

て、企業局から何か補足して説明があります

か。 

 

○黒田企業局次長 工業用水道事業の経営健

全化のための財政支援を求める意見書につい

てでございます。 

 有明工業用水は、現在、料金が１立方メー

トル当たり経済産業省の認可額限度額であり

ます50円でございますが、給水コストは150

円と著しく高額となっております。支援制度

について要望するものでございます。 

 また、有明、八代両工業用水道事業の施設

は、昭和50年代の初めのころに設置しており

まして、老朽化が進んでおり、計画的な設備

更新を行う必要がありますが、現在の国の採

択基準に合うような大規模な設備更新計画を

立てることが難しい状況にございます。新た

な交付金制度への移行に当たって、制度要件

の緩和を要望するものでございます。 

 また、荒瀬ダム撤去に対する国の支援を求

める意見書についてでございます。 

 これまでも御説明しましたように、ダム本

体撤去に対する国の財政支援策は明らかにさ

れておりません。大幅な資金不足に変わりは

ない状況でございます。このため、平成24年

度からの撤去工事着手に向けて、前にも増し

て強く国に財政支援を求める必要があると考

えております。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 説明が終わりましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 まず、工業用水道事業の経営健全化のため

の財政支援を求める意見書(案)について質疑

はありませんでしょうか 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、この意見書

(案)により委員会提出議案として議長に提出

したいと思いますが、御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議がないようですの

で、この意見書(案)により議長に提出するこ

とと決定いたしました。 

 次に、荒瀬ダム撤去に対する国の支援を求

める意見書(案)について質疑はありません

か。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 ないようでありますの

で、それでは、この意見書(案)により委員会

提出議案として議長に提出したいと思います

が、御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員 御異議ないようですので、

この意見書(案)により議長に提出することに

決定をいたしました。 

 ほかに何かございませんでしょうか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、これをもちま

して本日の委員会を閉会いたします。 

  午後２時５分閉会 

          ―――――――――――― 

○池田和貴委員長 なお、本年度最後の委員
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会でございますので、一言ごあいさつを申し

上げさせていただきます。 

 この１年間、田代副委員長とともに委員会

活動を進めてまいりましたが、委員各位には

終始熱心な御審議をいただき、議論活発な委

員会でありましたことを大変ありがたく思っ

ております。委員の皆様方の御協力、大変あ

りがとうございました。また、執行部におか

れましては、中川商工観光労働部長、川口企

業局長、坂田労働委員会事務局長を初め執行

部の皆さんの御協力に対し、心から感謝を申

し上げます。 

 この１年間、さまざまなことがございまし

たが、また、次の年に持ち越した分もあるか

というふうに思っております。ただ、県内で

は新たな芽もできておりますし、これを育て

ていくことは、本県の県勢浮揚のためにぜひ

とも必要なことだろうというふうに思ってお

ります。それと、ゆるキャラのくまモンも頑

張ってきておりますし、そういった明るい話

題を伸ばし、そして問題が残ったものは少し

ずつでも解決をしていく。ぜひ、今後とも、

皆様方の御活躍を心からお祈りを申し上げま

す。 

 また、３月末をもって退職される職員の皆

様におかれましては、長い間大変御苦労さま

でございました。今後とも、一県民に戻られ

ても、またこの県の発展のために御尽力をい

ただければありがたいというふうに思ってい

るところでございます。 

 また、九谷先生におかれましては、今回最

後の委員会ということになります。本当お疲

れさまでございます。 

 最後になりましたが、各委員並びに執行部

の皆様方、今後ますますの御健勝と御活躍を

御祈念申し上げまして、私のごあいさつとさ

せていただきます。 

 本当お世話になりました。ありがとうござ

いました。(拍手) 

 それでは、田代副委員長の方からも一言お

願いします。 

 

○田代国広副委員長 それでは、一言ごあい

さつを申し上げます。 

 １年間、池田委員長のもとで委員会運営に

努めてまいりましたが、委員各位には御指

導、御鞭撻をいただき、まことにありがとう

ございました。また、執行部におかれまして

も、真摯に対応していただき、大変ありがと

うございました。 

 委員会としては、一朝一夕には解決できな

い問題も山積しておりますが、執行部の皆様

には、県勢の発展に向けてなお一層の御尽力

と御協力をいただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

 本県経済がさらに発展し、県民の幸福量が

増大しますよう、心から御祈念申し上げまし

て、お礼のごあいさつとさせていただきま

す。 

 本当にありがとうございました。お世話に

なりました。(拍手) 

 

○池田和貴委員長 それでは、皆さん大変御

苦労さまでございました。 

  午後２時８分 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  経済常任委員会委員長 
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